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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ラオス人民民主共和国政府との討議議事録（R/D）に基

づき、技術協力プロジェクト「JICA-ASEAN連携ラオスパイロットプロジェクト」を2010年10月に

開始しました。 

今般、協力期間の中間地点を迎えたことから、日本及びラオス人民民主共和国側関係者による

合同評価を通じて、これまでの成果を確認するとともに、プロジェクト後半に向けて、課題の抽

出及び提言を行うことを目的として、2013年6月2日から21日まで20日間にわたり当方を団長とす

る中間レビュー調査団を現地に派遣しました。 

本報告書は、これらの中間レビュー調査団による現地調査や関係者との協議の内容・結果をま

とめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、更には他の類似のプロジェクトに発展・活用

されることを願うものです。 

最後に、本調査にご協力をいただいた、日本・ラオス・ASEAN事務局の関係各位に深甚の謝意

を表するとともに、今後のプロジェクト実施にあたり、引き続きのご支援、ご協力をお願い申し

上げます。 

 

平成25年7月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ラオス事務所長 武井 耕一 
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＜観光コンポーネント＞  
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村での織物研修中の風景 村の伝統的な織物 

 
サバナケット県 PICT 訪問 支援で設置されたゴミ箱 

 
 

CBT 活動パイロット村 空港観光促進展ポスト 



 

 

＜環境管理コンポーネント＞  

  

ルアンプラバン県への訪問 LPPE により改善されたビエンチャン県 

廃棄物最終処分場 

 

LPPE により改善されたルアンプラバン県 

廃棄物最終処分場 

LPPE により改善されたルアンプラバン県 

廃棄物最終処分場 

 

LPPE により改善されたサヤブリ県 

廃棄物最終処分場 

LPPE により改善されたサヤブリ県 

廃棄物最終処分場 

 



 

 

略 語 表 
 

略 語 正式名称 日本語 

3R Reduce, Reuse, Recycle 3R（削減、再利用、再資源化） 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

AEC ASEAN Economic Community ASEAN経済共同体 

AIESC 
ASEAN Initiative on Environmentally 

Sustainable Cities 

ASEAN環境的に持続可能な都市イニ

シアティブ 

AP Action Plan 行動計画 

ASC ASEAN Standing Committee ASEAN常任委員会 

ASEAN Association of Southeast Asian Nations 東南アジア諸国連合 

AWGEE 
ASEAN Working Group on Environmental 

Education 
ASEAN環境教育ワーキンググループ

AWGESC 

ASEAN Working Group on 

Environmentally 

Sustainable Cities 

ASEAN環境的に持続可能な都市作業

部会 

BKK Bangkok バンコク 

CA Capacity Assessment キャパシティ・アセスメント 

CADC Clean Agriculture Development Center クリーン農業開発センター 

CBT Community Based Tourism コミュニティ・ベース観光 

CD Capacity Development キャパシティ・ディベロップメント 

CLMV Cambodia, Laos, Myanmar, Viet Nam 
カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベ

トナム 

C/P Counterpart カウンターパート 

CPR Committee of Permanent Representative 
ASEAN常駐代表（ジャカルタに常駐

する10カ国のASEAN大使） 

DOA Department of Agriculture 農業局（農林省） 

DOE Department of Environment 環境局（天然資源環境省） 

DOH Department of Health 保健局（保健省） 

DONRE 
Department of Natural Resources and 

Environment 
天然資源環境局（天然資源環境省） 

DOP Department of Planning 計画局（計画投資省） 

DPC Department of Pollution Control 公害管理局（天然資源環境省） 

DPWT Department of Public Works and Transport 公共事業・運輸局（公共事業・運輸省）

EEA Environmental Education and Awareness 環境教育啓発 

EOJ Embassy of Japan 在ラオス日本国大使館 

ESC Environmentally Sustainable Cities 環境的に持続可能な都市 



 

 

略 語 正式名称 日本語 

FAO 
Food and Agriculture Organization of the 

United Nations 
国連食料農業機関 

GAP Good Agricultural Practice 農業生産工程管理 

GIZ 
Die Deutsche Gesellschaft für Internationale 

Zusammenarbeit 
ドイツ国際協力公社 

GMS Greater Mekong Sub-region 大メコン川流域圏 

GOL the Government of Laos ラオス政府 

IAI Initiative for ASEAN Integration ASEAN統合イニシアティブ 

IPM Integrated Pest Management 総合的病害虫・雑草管理 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JSPP21 
Japan-Singapore Partnership Programme for 

the 21st Century 
シンガポール第三国研修 

Lao PDR Lao People’s Democratic Republic ラオス人民民主共和国 

LATA Lao Association of Travel Agents ラオス旅行業協会 

LHRA Lao Hotel and Restaurant Association ラオスホテル・レストラン協会 

LNTA Lao National Tourism Administration ラオス国家観光庁 

LPB Luang Prabang ルアンプラバン 

LPP 

Laos Pilot Program for Narrowing the 

Development Gap towards ASEAN 

Integration 

JICA-ASEAN連携ラオスパイロット

プロジェクト 

LPPA Agriculture Component of LPP 
ラオスパイロットプロジェクト農業

コンポーネント 

LPPE 
Environmental Management Component of 

LPP 

ラオスパイロットプロジェクト環境

管理コンポーネント 

LPPO Laos Pilot Project Office 
ラオスパイロットプロジェクト事務

局 

LPPT Tourism Promotion Component of LPP 
ラオスパイロットプロジェクト観光

振興コンポーネント 

LTMB Laos Tourism Marketing Board ラオス観光マーケティング評議会 

MAF Ministry of Agriculture and Forestry 農林省 

MICT 
Ministry of Information, Culture and 

Tourism 
情報文化観光省 

M/M Minutes of Meeting ミニッツ 

MOFA Ministry of Foreign Affairs 外務省 

MOH Ministry of Health 保健省 

MONRE 
Ministry of Natural Resources and 

Environment 
天然資源環境省 

MPI Ministry of Planning and Investment 計画投資省 



 

 

略 語 正式名称 日本語 

MPWT Ministry of Public Works and Transport 公共事業・運輸省 

NDG 
Narrowing the Development Gap towards 

ASEAN Integration 
ASEAN統合に向けた開発格差の是正

NSEDP 
Lao National Socio-Economic Development 

Plan 2011-2015 
ラオス国第7次国家社会経済開発計画

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリック

ス 

PICTD/ PTD 
Provincial Information, Culture and Tourism 

Department/ Provincial Tourism Department
県情報文化観光局（情報文化観光省）

PIU Project Implementation Unit 
パイロット県プロジェクト実施ユニ

ット 

P/O Plan of Operations 活動計画 

PPC Plant Protection Center 植物防疫センター 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

RESCP 
Regional Environmental Sustainability 

Cities Programme 

環境的に持続可能な都市の地域プロ

グラム 

SJET Short-term JICA Expert Team JICA短期専門家チーム 

SWM Solid Waste Management 廃棄物管理 

TC Technical Committee 技術委員会 

TF Taskforce タスクフォース 

UDAA 
Urban Development Administration 

Authority 
都市開発行政機構 

UEM Urban Environment Management 都市環境管理 

UNDP United Nations Environmental Programme 国連環境計画 

UNEP 
United Nations Educational, Scientific and 

Cultural Organization 
国連教育科学文化機関 

VTE Vientiane Capital 首都ビエンチャン 

VUDAA 
Vientiane Urban Development 

Administration Authority 
首都ビエンチャン都市開発行政機構 

WREA Water Resources and Environment Agency 水資源環境庁 

XYB Xayabouri サヤブリ 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：JICA-ASEAN連携ラオスパイロットプロジェクト 

分野：計画・行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ラオス事務所 協力金額（評価時点）：7億997万円 

協力期間 

2010年10月29日～ 

2015年10月28日 

（R/D：2010年9月15日） 

先方関係機関：計画投資省計画局（MPI）、外務省ASEAN局

（MOFA）、農林省農業局（MAF）、天然資源環境省公害管理局

（MONRE）、情報文化観光省観光マーケティング推進局

（MICT） 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：ASEAN事務局 

１－１ 協力の背景と概要 

東南アジア諸国連合（以下、ASEAN）加盟10カ国は、2008年12月に発効したASEAN憲章に

て2015年までにASEAN共同体（ASEAN Communities）を設立するという目標を掲げている。共

同体の設立に向けての最重要課題は、ASEAN原加盟6カ国とASEAN新規加盟国（カンボジア、

ラオス、ミャンマー、ベトナム：CLMV）との域内開発格差の是正である。 

ラオス人民民主共和国（以下、ラオス）政府は現在策定中の第7次国家社会経済開発計画（Lao 

National Socio-Economic Development Plan 2011-2015：NSEDP）において、ASEAN統合への対応

について検討しているところであるが、具体的な対応方策については今後の検討課題となって

いる。係る状況の下、ラオス政府、JICA及びASEAN事務局は、ラオスをパイロット国として、

ASEAN新規加盟国のための格差是正に資する協力のモデルづくりを行うことを確認し、三者に

よる協議・意見交換を重ねてきた。その結果、ラオスがASEAN統合の利益を享受しつつ更に発

展するために、ASEANの行動計画とラオスの開発計画との調和化を図り、「環境と成長の両立」

と「開発のための産業多角化」をめざすという戦略的方向性を共有した。この方向性は、貧困

削減、開発と社会と環境のバランスを志向する第7次国家社会経済開発計画の方向性と軌を一

にするものである。本案件は、域内開発格差の是正を支援するための三者協力のモデル構築を

めざすものであり、同時に、上記戦略的方向性の具体化のための取り組みである。 

そうしたなかで、JICA-ASEAN連携ラオスパイロットプロジェクト（Laos Pilot Program for 

Narrowing the Development Gap towards ASEAN Integration：LPP）における具体的な協力対象分

野については、これまでの情報収集及びラオス政府・ASEAN事務局との協議を通じて、①

ASEAN統合ロードマップの実施に資すること、②ラオスの開発戦略・計画に整合的であること、

③通常の二国間援助とは異なる三者協力事業としてASEANからの協力リソースの投入が可能

かつ有効であること、④日本の対ラオス支援方針と合致していること等を主たる要素としてス

クリーニングを行った結果、観光、農業、環境管理の3分野を対象とすることとなった。 

今回の中間レビュー調査では、プロジェクト活動の実績、成果を確認し、評価5項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、ラオス側と合同で評価を行う。

また、プロジェクトの残りの期間の課題及び今後の方向性について確認し、同結果を中間レビ

ュー調査報告書として取りまとめたうえで、合同調整委員会において内容を合意することを目

的とする。 
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１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

ASEANにおける域内開発格差是正のための取り組みが進展し、統合が促進される。 

（2）プロジェクト目標 

ASEAN統合に向けた域内格差是正のためのラオス政府・ASEAN事務局・JICAによる三

者協力のメカニズムが構築される。 

（3）成果 

1）三者協力の下、ラオスにおいてASEAN域内格差是正に向けた施策を促進するための適

切な実施体制が確立する。 

2）ASEAN諸国及び日本からの協力リソースを活用した協力プログラムの実施・モニタリ

ング・評価が適切に行われる。 

3）ASEAN統合に効果的に対応するためのラオス政府の能力が強化される。 

（4）投入（評価時点） 

ラオスパイロットプロジェクト事務局（Laos Pilot Project Office：LPPO）を中心に、観

光、農業、環境管理の3コンポーネントで活動が行われており、投入は下記のとおり。 

ラオス側 LPPO 観光LPPT 農業LPPA 環境管理LPPE

カウンターパート 2名（MPI） 4名（MICT） 3名（MAF） 10名（MONRE）

土地・施設提供 オフィス

（MOFA） 

オフィス

（MICT） 

なし オフィス

（MONRE） 

 

日本国側 LPPO 観光LPPT 農業LPPA 環境管理LPPE

長期専門家派遣 2名 0名 1名 0名 

短期専門家派遣 1名 4名 0名 7名 

機材供与 オフィス/車両 オフィス/ 

パイロットサ

イト 

圃場 オフィス/ 

パイロットサ

イト 

研修員受入 なし 日本/ASEAN諸国 ASEAN諸国 日本/ ASEAN諸国

ローカルコスト負担 430万4,000米ドル 2,380万円 32万米ドル 241万3,000米ドル
 

２．評価調査団の概要 

調査者 

（日本側） 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 武井 耕一 JICAラオス事務所 所長 

評価分析1 

（LPPO/LPPT） 

松本 彰 A&Mコンサルタント有限会社 

代表取締役 

評価分析2 

（LPPE/LPPA） 

鈴木 篤志 A&Mコンサルタント有限会社 

シニアコンサルタント 

協力企画 岩岡 いづみ JICAラオス事務所企画調査員 

協力企画 Viengsavanh 

SISOMBATH 

JICAラオス事務所プログラムオフィサー 

なおラオス側も、Mr. Houmphanh Soukprasith（Deputy Director General of Department of 
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① 技術協力の開始からプロジェクト中間時点までの実績と実施プロセスを確認し、その情報

に基づいて、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性）の観点

から日本側・ラオス側双方で総合的に評価する。 

② プロジェクト後半の活動計画について協議し、必要な助言を行い、必要に応じて計画の修

正を行う。 

③ 円滑なプロジェクト運営のためにとるべき措置について協議し、結果を日本・ラオス両国

政府及び関係当局に報告・提言する。 

 

３．評価結果の概要 

３－１ プロジェクト目標の達成状況 

（1）プログラム全体（LPPO） 

・プログラム目標 

ASEAN統合に向けた域内格差是正のためのラオス政府、ASEAN事務局、JICAによる

三者協力のメカニズムが構築される。 

・指標1 

ラオスにおいて、本プロジェクトの協力対象分野（観光振興、安全・安心な農産物振

興、環境管理）に対応するASEANコミュニティ・ロードマップ上の取り組み課題が達成

される。 

・達成レベル及び状況 

3分野（観光振興、安全・安心な農産物振興、環境管理）の選定は、ラオス政府のさ

まざまな関係者との合意の下、ASEANコミュニティ2009～2015年（なかでも「 IAI

（Initiative for ASEAN Integration）ワークプラン2」のロードマップに沿って策定されて

いる。各分野の活動は計画に沿って、ほぼ実施されつつある。 

・指標2 

三者協力メカニズムに関する実用的なガイドラインが作成される。 

・達成レベル&状況 

三者協力の実施メカニズムについては、その実施フレームワークにつき、関係者にそ

の役割や機能など詳細な説明を行い、形成に努めてきた（別添資料図あり）。このメカ

ニズムは既にことあるごとに何度もASEAN各国（IAIタスクフォースも含め）や開発パ

ートナーと共有している。 

 

（2）観光コンポーネント 

・コンポーネント目標 

官民連携と中央（MICT）と地方（PTD）の連携により、ラオスの自然、文化、歴史、

民俗にまつわる観光資源を適切かつ持続的に活用した観光振興体制が確立される。 

・指標1 

2015年までラオスを訪れる観光客が、少なくとも年率XX％で、着実に増加する。 

・達成レベル及び状況 

2011～2012年の増加率 

22％（ラオス全体）＜24％（アジア及び大洋州）、2％（欧州）、8％（アメリカ）＞ 

・指標2 

2015年において、主要な送客国におけるラオス観光についてのメディアにおける報道

がXX％増加する。 
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・達成レベル及び状況 

ラオスの観光に係るビデオクリップの配信・再生回数：YouTubeへのトップ200クリッ

プにおいて、4年前7回、3年前12回、2年前31回、1年前36回、この1年間で114回と飛躍

的に伸びており、年間増加率は過去5年で100.89％に上っている。また、“Visit Laos Year 

Facebook”は2011年7月に始まり、アクセス及びお気に入り（フォローワー）は順調に増

加しており、2012年末にはフォローワーは世界で4,500にも達している。 

 

（3）農業コンポーネント 

・コンポーネント目標 

ラオスにおいて農業生産工程管理（Good Agricultural Practice：GAP）が導入され、安

全で高品質な農産物の生産と取引が促進される。 

・指標1 

活動終了時に、他の地域へ普及できるだけのGAP導入体制ができる。 

・指標2 

域内でのGAP農産物の生産・取引量。 

・達成レベル及び状況 

PDMには、指標1の「GAP導入体制」が明確に定義されておらず、指標の達成状況の

検証は難しい。農業局にはGAP認証のための組織は整備されつつあるものの、GAPの認

証そのものはまだ始まっておらず、設置された組織が機能するかどうかは現段階では定

かではない。よって、現在設置されつつある組織が、指標でいうところの「GAP導入体

制」に近いとしても、「他の地域へ普及」する段階には至っていない。一方、指標2につ

いての客観的なデータは収集されていない。現段階で、対象地域を含めラオス内でGAP

認証された農産物を生産する農家はまだいないことから、その生産量は実質ゼロと見な

される。以上、指標状況から、プロジェクト目標の達成状況の検証は、時期尚早であり、

終了時評価調査に向け、指標を客観的に把握できるよう見直すことが必要である。 

 

（4）環境管理コンポーネント 

・コンポーネント目標 

ラオスにおいて、ASEAN環境的に持続可能な都市イニシアティブ（ASEAN Initiative on 

Environmentally Sustainable Cities：AIESC）に基づき、環境的に持続可能な都市づくり

（Environmentally Sustainable Cities：ESC）が促進される。 

・指標 

ESCガイドラインが、広く活用される。 

・達成レベル&状況 

ESCガイドラインは既に策定され、全国に向けた普及のためのワークショップも始ま

っている。PDMに設定されている指標は、プロジェクト目標の達成度を測るうえで十分

とはいえないまでも、目標を満たすための取り組みは始まっている。今後、ガイドライ

ンがパイロット市を超えて広く活用されるようになるかどうか、進展をモニタリングす

る必要がある。 

 

３－２ 評価結果の要約 

３－２－１ 妥当性 

（1）相手国政府国家政策上の位置づけ 

“Clean, Green and Beautiful Laos”という戦略的ビジョンに基づく本プログラムの基

本計画は、ラオスの方向性と軌を一にするもので、また公平な経済開発、貧困削減、更
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に開発格差に焦点を絞りつつ、ASEAN加盟国の社会開発の加速を志向するものである。

更に本プログラムは、貧困削減、開発と社会と環境のバランスを重視しつつ実施中の

第7次国家社会経済開発計画（NSEDP）の方向性とも合致している。協力3コンポーネン

トとも、ラオスの各セクターの開発計画並びに政策と整合しており、本プログラムはラ

オス政府のニーズと密接な整合性を保ちつつ、策定、実施されており、妥当性が高いと

判断される。 

（2）ASEAN政策上の位置づけ 

本プログラムの 3つのコンポーネントは、いずれもASEAN統合ロードマップ

（ASEAN・コミュニティ・ブループリント、IAIワークプラン2、セクターワークプラン）

から抽出されており、優先順位が高く、ASEANの開発方針に沿ったものである。また、

本プログラムでは、三者協力構築の一環として、ASEAN統合に向けての各種行動計画に

責任をもつASEAN事務局が、当初から主体的かつ積極的に関与しており、ASEAN共同

体の設立に向けた枠組みや域内格差の是正のためのニーズとの整合性が確保されてい

る。 

（3）パイロット国の選定 

2004年11月に締結されたビエンチャン・アクション・プログラム（Vientiane Action 

Programme）において、ASEAN共同体の設立に向けて原加盟国6カ国と新規加盟国4カ国

（CLMV諸国）間の域内格差是正への取り組みが最重要課題の1つであり、ASEAN加盟

各国は域内格差是正に向けた革新的なモダリティ（手法）の開発に取り組むことを表明

している。またCLMV諸国のなかでも各種開発指標の低いラオスにおいて、三者協力メ

カニズムのモデルを構築することは、新たなモダリティ形成の点からも、ASEAN各国か

らの協力を得つつ実施するという点からも、妥当であったといえる。 

（4）わが国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ 

わが国は、2003年12月、「日本とASEANのパートナーシップのための東京宣言」を採

択するとともに、日本・ASEAN包括的経済連携協定の締結等を通じて、ASEANとの連

携、関係の強化を図ってきた。また、2011年11月18日にインドネシアのバリで開催され

た第14回日本・ASEAN首脳会議において、ともに繁栄する日本とASEANの戦略的パー

トナーシップの強化のための共同宣言（バリ宣言）を発表し、「日本・ASEAN行動計画

（2011～2015））」を採択している。このように、わが国としてもASEAN加盟国間の格差

の是正を目的としたASEAN統合イニシアティブや共同体構築を進めるための支援を重

視しており、本プログラムはこれらの公約を実現することにつながるものであるといえ

る。加えて、ASEANとの協力メカニズムを構築することで、地域枠組みとの重層的な協

力の促進を具体化することにも貢献することから、新しい協力モダリティとしてのフロ

ンティア的な位置づけとして本プログラム実施の意義は高く、わが国の政策とも整合性

が確保されている。 

 

３－２－２ 有効性 

本プログラムの目標である「ASEAN統合に向けた域内格差是正のためのラオス政府、

ASEAN事務局、JICAによる三者協力のメカニズム構築」の達成度を検証するにあたり、

ASEAN統合に向けた域内格差是正のための枠組みは以下の理由によって構築されつつある

と判断された。 

① 三者ともに、案件形成当初から積極的に関与があり、三者協力のメカニズムは実施体制

とともに構築されつつある（ラオス内では、外務省、計画投資省、並びに関係各省間のワ

ーキング・メカニズムが確立しており、LPP実施体制に貢献している）。 
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② 対象3コンポーネントの進展がみられる。〔ESC環境ガイドライン、GAP導入、コミュニ

ティ・ベース観光（Community Based Tourism：CBT）促進など〕 

③ ラオス政府関係者の能力強化が進んでいる。 

    

3つのコンポーネントの進捗は、本プログラムの目標を達成することに貢献しているのみ

ならず、コンポーネントごとのワーキンググループでの活動（例：農業のExpert Working 

Group-GAP、環境のEnvironmental Sustainable City Working Group、観光のASEAN観光会合や

フォーラム）を通して、ASEAN各国との連携強化に結びついている。なお、「IAIワークプラ

ン2」が2013年4月現在で30％の達成率であると報告されていることから、本プログラムの進

捗は同プラン全体を牽引しているといえる。 

 

３－２－３ 効率性 

各対象分野での活動開始や基盤整備のため、比較的多額の資金がこの2.5年間で投入されて

おり、プログラム後半は、初期投資のよい成果を得られるよう、供与したインフラの効率的

な活用を進めることが重要となる。また人材面では、カウンターパート（C/P）の不足や異

動あるいは日本人専門家の配置の遅れが一部の活動に影響を及ぼしたことが観察された。一

方、本プログラムでは、日本あるいはラオスからの人的投入のみならず、ASEAN 6カ国の専

門家の招へいやASEAN各国へのスタディツアーも行われており、こうしたASEAN諸国との

協力は、技術移転の観点のみならず、経験の共有や教訓を学ぶという点からも有益かつ効率

的であったといえる。実施運営体制の効率面では、本プログラム実施のため、ラオス政府・

ASEAN・JICAは、共同マネジャーを配置し、三者を中心とする連携協力体制が構築されてい

ることが、プログラムの効率的な運営に貢献していると評価された。 

一方、コンポーネント実施の観点では、ほとんどの活動が円滑に実施されており、効率性

は全般的に高いと観察された。ただし、農業コンポーネントでは、専門家の配置の遅れが活

動進捗に影響を及ぼしており、同コンポーネントの達成状況は現時点では他のコンポーネン

トに比べ高くない。なお、GAP認証システムの構築については、他ドナープロジェクトと連

携して、タイからのラオスへの支援機会を十分に活用できており、効率的な実施が行われつ

つある。 

 

３－２－４ インパクト 

ASEAN域内開発格差是正は、IAIの究極的な目標であるものの、その道のりは、依然とし

て長い。現時点で各コンポーネントの最終成果や、域内の格差是正に本プログラムがいかに

貢献したかを評価するのは時期尚早であるが、下記のとおり、幾つかのインパクトが現れつ

つあることが確認された。 

（1）ラオス政府の国家プログラムとして認知 

各コンポーネントは、ラオスの国家戦略に組み込まれており、また現在実施中のラオ

スの第7次国家社会経済開発計画のなかでもASEAN統合に向けた取り組みとして本件が

位置づけられている。 

 

（2）ASEAN統合に向けた新しい協力モデルとして貢献 

本プログラム実施によって、効果的な三者協力のメカニズムが構築されることで、

ASEAN統合促進に貢献することが期待されている。この点では、ラオスが、ASEAN統

合に係る新しい協力モダリティの「パイロット国」となったこと、更に本プログラムが

開発格差是正のための三者協力のモデルに係る代替案、斬新的な開発モデルを示したこ

とは大きな成果である。 
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（3）国ごとのニーズへの対応及び地域協力の促進 

本プログラムは、特定国の特定のニーズを重視した地域統合を促進するための新たな

モダリティであり、ASEANの中の1カ国であるラオスにとって開発と技術協力の優位性

を生かしたプログラムであると評価できる。またIAI関係活動としても、その進捗は他IAI

案件の進捗と比較し進んでいるといえる。 

 

（4）各コンポーネントのインパクト 

各コンポーネントの進展を通じて、知識やノウハウはじめ、C/Pの能力強化がなされ

るとともに、環境管理並びに農業コンポーネントでは特に、一般住民の環境問題あるい

は食の安全あるいは食品品質に対する意識の啓発に貢献している。また環境コンポーネ

ントの活動によって、パイロット市の環境改善、特に住民の健康改善に大きく貢献、更

には首都ビエンチャンやルアンプラバンの観光客誘致にも間接的に貢献していると考

えられる。農業コンポーネントで取り組まれている化学肥料や殺虫剤の適正使用による

農作業条件の改善は、農民の健康にプラスのインパクトをもたらすことが予想される。

観光コンポーネントでは、ラオス独自の文化や遺産を守りつつ、持続的観光の推進のた

め観光マーケティングや促進活動を行った結果として、欧州で“The World’s Best Tourist 

Destination 2013”の賞をラオスが獲得したことは大きなインパクトであるといえる。 

 

３－２－５ 自立発展性 

中間レビュー調査の時点では継続性を判断するのは時期尚早であり、また評価の視点や協

力分野で異なるが、現時点での見通しは以下のとおり。 

観点 
イシュー・焦点・課題 

機会・期待 課題・制約 

政策・組織・

制度面 

 ラオス政府の3コンポーネントに

おける政策及び国家計画の方向性

の継続（観光促進、安全農産物、

環境的に持続可能な都市） 

 ラオス政府関係者によるESCガイ

ドライン、GAPロードマップ、観

光促進戦略（CBT開発）の策定波及

あるいは制定化 

 三者協力メカニズム構築の確立

（三者間の役割明確化、国内及び

ASEAN域内関係者への啓発、公報）

 3コンポーネント間のリンケージ

及び中央とパイロット地域間の調

整機能の脆弱さ 

 関係省庁の組織改革（MICT並びに

MONRE）による人材育成強化の必

要性 

技術・人材面 

 

 各コンポーネントとASEAN共同体

ロードマップとのリンケージ 

 ラオス政府並びに参加関係者（民

間セクター、住民、農民などを含

む）の技術・運営能力の向上 

 成果品（制作資料他：例としてガ

イドライン、戦略計画書、冊子、

ビデオ他）の活用 

 関係機関における蓄積した知識の

活用や共有（知識やノウハウはカ

ウンターパート及び参加者個々人

にあり、情報あるいは組織共有さ

れていない） 

財務面  施設・機材の保守や維持管理に必

要なラオス政府予算措置 

 能力強化や人材活用に係る財務面

の制約（特に研修やワークショッ

プ参加あるいはASEAN域内の専門

家活用） 
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３－３ 提言 

中間レビュー調査の結果に基づく評価団の提言は、以下のとおり。 

３－３－１ 今後の方向性 

プロジェクト前半ではラオス政府内またはASEANをはじめ関係機関との間で三者協力を

進めるための枠組み及び関係の構築、並びに各コンポーネントにおいてパイロット活動を行

うための施設、機材等のインフラ整備に相当の資源を費やした。後半は、各コンポーネント

でパイロット活動の成果発現及び他国に転用可能な三者協力のモデルの完成に重点を移す

べきである。更にLPPがASEAN内の格差是正のためのASEAN統合イニシアティブ（IAI）の

一形態として認められるよう一層の努力をすべきである。 

 

３－３－２具体的措置の提案 

（1）LPPに関する共同マネジャー（ラオス政府、ASEAN事務局及び日本側）は、①ASEAN

事務局におけるIAIガイドライン策定作業及びIAI中間レビュー調査へのインプットと議

論の促進、②各コンポーネントの進捗把握、③各コンポーネントとASEANセクター会議

体との強固な関係構築支援において一層の役割を果たすべきである。 

 

（2）各コンポーネントは、ASEAN共同体ロードマップ（2009～2015）及び各セクター作業

計画を意識し、パイロット活動がASEANのプロセスや要件に沿ったものとする。 

 

（3）各コンポーネントは、パイロット活動の進捗についてASEANセクター会議体に情報共

有するとともに、LPPオフィスに報告する。 

 

（4）各コンポーネントは、成果発現と持続性を高めるため、可能な限りASEAN支援国

（Dialogue Partners）その他の外部団体のパイロット活動への関与を図る。 

 

（5）予算が許容する範囲で各コンポーネント間の相乗効果を高める活動を検討する。 

 

（6）観光コンポーネントは、パイロット活動とASEAN共同体ロードマップ（2009～2015）

及びASEAN観光スタンダードとの連係について、ASEANセクター会議体と協議しなが

ら再確認する。パイロット活動の目的や戦略について関係者で共通認識をもつとともに

ラオス側の能力強化を図る観点から、日本人専門家と対象県郡のラオス政府職員との意

思疎通を一層図る。 

 

（7）農業コンポーネントは、GAPの認証制度の構築とその実施計画に関して農林省農業局

基準課の一層の関与と協働を図る。GAP認証制度を支援しているドイツ国際協力公社

（GIZ）との情報共有を図るとともに、GIZの支援の進捗に応じて、活動計画の見直しを

検討する。農業コンポーネントにおいて作成されるASEAN GAP導入のためのロードマ

ップは、協力期間中の活動計画のみならず、ラオス国内でGAPを実施するためのより長

期的なビジョンと行動計画を含む内容とする。 

 

（8）環境コンポーネントは、既に策定したESCガイドラインを政策的な持続可能性を高め、

国内の普及を推進する観点から、法令またはそれに準じた形式で公布することを検討す

る。パイロット活動で整備された廃棄物処理施設については、利用者からの料金徴収制

度の検討も含め、その運営及び維持管理能力を強化する方策を検討する。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

東南アジア諸国連合（以下、ASEAN）加盟10カ国は、2008年12月に発効したASEAN憲章にて2015

年までにASEAN共同体（ASEAN Communities）を設立するという目標を掲げている。共同体の設

立に向けての最重要課題は、ASEAN原加盟6カ国とASEAN新規加盟国（カンボジア、ラオス、ミ

ャンマー、ベトナム：CLMV）との域内開発格差の是正である。 

ラオス人民民主共和国（以下、ラオス）政府は現在策定中の第7次国家社会経済開発計画（Lao 

National Socio-Economic Development Plan 2011-2015：NSEDP）において、ASEAN統合への対応に

ついて検討しているところであるが、具体的な対応方策については今後の検討課題となっている。

係る状況の下、ラオス政府、JICA及びASEAN事務局は、ラオスをパイロット国として、ASEAN新

規加盟国のための格差是正に資する協力のモデルづくりを行うことを確認し、三者による協議・

意見交換を重ねてきた。その結果、ラオスがASEAN統合の利益を享受しつつさらに発展するため

に、ASEANの行動計画とラオスの開発計画との調和化をはかり、「環境と成長の両立」と「開発の

ための産業多角化」をめざすという戦略的方向性を共有した。この方向性は、貧困削減、開発と

社会と環境のバランスを志向する第7次国家社会経済開発計画の方向性と軌を一にするものであ

る。当該案件は、域内開発格差の是正を支援するための三者協力のモデル構築をめざすものであ

り、同時に、上記戦略的方向性の具体化のための取り組みである。 

そうしたなかで、JICA-ASEAN連携ラオスパイロットプロジェクト（Laos Pilot Program for 

Narrowing the Development Gap towards ASEAN Integration：LPP）における具体的な協力対象分野に

ついては、これまでの情報収集及びラオス政府・ASEAN事務局との協議を通じて、①ASEAN統合

ロードマップの実施に資すること、②ラオスの開発戦略・計画に整合的であること、③通常の二

国間援助とは異なる三者協力事業としてASEANからの協力リソースの投入が可能かつ有効である

こと、④日本の対ラオス支援方針と合致していること等を主たる要素としてスクリーニングを行

った結果、観光、農業、環境管理の3分野を対象とすることとなった。 

今回実施の中間レビュー調査では、プロジェクト活動の実績、成果を確認し、評価5項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、ラオス側と合同で評価を行う。また、

プロジェクトの残りの期間の課題及び今後の方向性について確認し、同結果を中間レビュー調査報

告書として取りまとめたうえで、合同調整委員会において内容を合意することを目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成 

（1）日本側調査団員 

担当分野 氏 名 所 属 派遣期間 

総括 武井 耕一 JICAラオス事務所 所長 － 

評価分析1 

（LPPO/LPPT） 
松本 彰 

A&Mコンサルタント有限会社 

代表取締役 

6月2日（日）～6月21日（金）

（20日間） 

評価分析2 

（LPPE/LPPA） 
鈴木 篤志 

A&Mコンサルタント有限会社 

シニアコンサルタント 

6月2日（日）～6月21日（金）

（20日間） 

協力企画 岩岡 いづみ JICAラオス事務所 企画調査員 － 

協力企画 
Viengsavanh 

SISOMBATH 

JICAラオス事務所 

プログラムオフィサー 
－ 
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（2）ラオス側評価メンバー 

氏 名 所 属 役 割 

Mr. Somchith Inthamith Vice-Minister, MPI Advisor 

Mr. Houmphanh Soukprasith 
Deputy Director General of Department of 

International Cooperation（DIC）, MPI 
Team Leader 

Mr. Mai Sayavongs 
Deputy Director General of Asia-Pacific & 

Africa, MOFA 
Sub-Leader 

Mr. Somvang Phanthavong 
Deputy Director of Planning Division, DOA, 

MAF 
Member 

Mr. Souksamone Pathammavong 
Director of Cooperation and Treaties Division, 

DOP, MONRE 
Member 

Mr. Souksavanh Soulivong 
Deputy Director of Planning Division, DOPF, 

MICT 
Member 

Mr. Soulisack Phonthachak 
Director of Planning and Budgeting Division, 

DHUP, MPWT 
Member 

 

１－３ 調査日程 

現地調査は、2012年6月2日～21日まで（20日間）の期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

日 時 評価分析1（LPPO/LPPT） 評価分析2（LPPA/LPPE） ラオス・日本調査団 

6/2（日） 評価分析団員到着  

6/3（月） 8:30 JICAラオス事務所と打合せ 

10:00 プロジェクト専門家との打合せ 

 

13:30 MICT観光マーケテ

ィング局との協議 

15:00 団内打合せ 

13:45 LPPE C/P及び専門

家との協議 

15:00 LPPA専門家との協

議 

 

15:00 団内打合せ 

6/4（火） 8:30 MPI計画局との協議 

13:30 MOFA ASEAN局と

の協議 

16:00 団内打合せ 

8:30 MAF DOAとの協議

14:00 CADC視察 

 

16:00 団内打合せ 

6/5（水） 7:00 カムアン県へ移動 

13:30 カムアン県情報文

化観光局との協議 

8:50 ルアンプラバンへ

移動 

11:00 LPPE専門家との協

議 

13:30 ルアンプラバン県

廃棄物処理場視察 

14:50 コミュニティプロ

グラムグループリ

ーダーとの協議 

7:00 カムアン県へ移動 

13:30 カムアン県情報文

化観光局との協議 
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6/6（木） 8:00 カムアン県LPPTプ

ロジェクトサイト

視察 

13:00 サバナケット県へ

移動 

15:00 サ バ ナ ケ ッ ト 県

LPPTプロジェクト

サイト視察 

9:00 サヤブリ県DONRE、

UDAAと協議 

13:00 サヤブリ県へ移動 

13:45 サヤブリ県廃棄物

処分場視察 

8:00 カムアン県LPPTプ

ロジェクトサイト

視察 

13:00 サバナケット県へ

移動 

15:00 サ バ ナ ケ ッ ト 県

LPPTプロジェクト

サイト視察 

6/7（金） 9:00 サバナケット県情

報文化観光局との

協議 

14:00 サ バ ナ ケ ッ ト 県

LPPTプロジェクト

サイト視察 

9:00 サヤブリ県DONRE、

UDAAとの協議 

14:30 コミュニティプロ

グラムグループリ

ーダーとの協議 

9:00 サバナケット県情

報文化観光局との

協議 

14:00 サ バ ナ ケ ッ ト 県

LPPTプロジェクト

サイト視察 

6/8（土） 7:00 ビエンチャンへ移

動 

AM： ルアンプラバンへ

移動 

13:30 ビエンチャンへ移

動 

7:00 ビエンチャンへ移

動 

6/9（日） 調査報告書の準備 調査報告書の準備  

6/10（月） 10:00 MOFA ASEAN局と協議 

13:30 団内打合せ 

15:00 プロジェクト専門家との協議 

16:00 ASEAN事務局ロニー共同マネジャーとの協議 

6/11（火） 9:00 第1回合同評価会合 

15:00 MPI計画局との協議 

6/12（水） 8:30 MICT観光マーケティング局との協議 

10:00 MAF DOA LPPA C/Pとの協議 

13:30 CADC視察及び LPPA C/Pとの協議 

6/13（木） 8:30 LPPEプロジェクトサイト視察（KM32 廃棄物処分場） 

13:30 MONRE LPPEとの協議 

6/14（金） 6:30 パクセへ移動 

9:00 チャンパサック県

情報文化観光局

と協議 

13:00 チャンパサック県

LPPTプロジェク

トサイト視察 

9:00 MAF DOAとの協議 

 

6:30 パクセへ移動 

9:00 チャンパサック県

情報文化観光局と

協議 

13:00 チャンパサック県

LPPTプロジェクト

サイト視察 

6/15（土） AM 団内打合せ 

12:40 ビエンチャンへ移

動 

評価報告書の準備 AM 団内打合せ 

12:40 ビエンチャンへ移

動 

6/16（日） プレゼンテーション、ミニッツ、評価報告書の準備 

6/17（月） 9:00 第2回合同評価会合 

14:00 MPI計画局ポンワン共同マネジャーとの協議 

17:30 日本側評価団打合せ 
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6/18（火） 10:30 報告書に係る協議 9:00 LPPA DOAとの協議

10:30 報告書に係る協議 

14:00 DOA局長との協議 

10:30 報告書に係る協議 

6/19（水） 9:00 臨時合同ステアリングコミッティー会合 

6/20（木） 調査団出発 

6/21（金） 日本到着 

 

１－４ 主要面談者 

（1）ラオス側 

＜計画投資省（Ministry of Planning and Investment：MPI）＞ 

Ms. Phonevanh Outhavong DDG, Department of Planning（DOP）, MPI 

 

＜外務省（Ministry of Foreign Affairs：MOFA）＞ 

Dr. Khiane Phansourivong  DG ASEAN Department, MOFA 

 

＜情報文化観光省（Ministry of Information, Culture and Tourism：MICT）＞ 

Mr. Saly Phimphinith Director General, Tourism Marketing and Promotion Department, 

MICT 

Mr. Sulivong Luang Aphay Deputy Director General, Tourism Marketing and Promotion 

Department, MICT 

Ms. Sengsoda Vanthanouvong Director of Tourism Promotion Division, Tourism Marketing and 

Promotion Department, MICT 

Mr. Bounthoui Siripanyathong Director, Provincial Information, Culture and Tourism（PICT） , 

Khammouane Province 

Mr. Bounthavy Sysombath Deputy Director, PICT, Khammouane Province 

Mr, Somchanh Chouangbaykham Deputy Director, PICT, Savannakhet Province 

Mr. Kongphanh Thepphavong Head of Administration Division, PICT, Savannakhet Province 

Ms. Mala Chanthalam  Deputy Director, PICT, Champasak Province 

Ms. Bouathong Boupphaphan Head of Tourism Marketing and Promotion Division, PICT, 

Champasak Province 

 

＜農林省（Ministry of Agriculture and Forestry：MAF）＞ 

Mr. Khamtanh Thadavong Deputy Director General, Department of Agriculture（DOA）, MAF 

Dr. Thatsaka Saphangthong Director of Standard Division, DOA, MAF 

Mr. Soukhavong Khodsimouang Deputy Director, Clean Agriculture Development Centre（CADC）, 

MAF 

Mr. Soukhanh Vongphachanh LPPA C/P（Deputy Coordinator）, CADC, MAF 

Mr. Chansamone Phommachach CADC, MAF 

Ms. Alyaphone Manivanh Technical Staff, Planning Division, MAF 
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＜天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment：MONRE）＞ 

Mr. Phengkhamla Phonvisai Director of Legislation and Information Division, Department of 

Pollution Control, MONRE（Project Manager） 

Mr. Vanhxay Phewmaneevone Acting Director of Pollution Management Division, Department of 

Pollution Control, MONRE（Project coordinator） 

Mrs. BangOn Xayarath Deputy Director, Department of Natural Resources and Environment

（DONRE）, Vientiane 

Mr. Chanthavong Phonnachit Deputy Director, DONRE, Luang Prabang（LPB） 

Mr. Sackdaphone Keoprachan Technician, DONRE, LPB 

Mr. Soukpalamy Douanghala Officer, DONRE, LPB 

Ms. Khamphiea Phanthavong Deputy Director, DONRE, Xayabouri（XBR） 

Mr. Kitsapone Phatkilak  Staff, DONRE, XBR 

 

＜公共事業・運輸省（Ministry of Public Works and Transport：MPWT）＞ 

Mr. Bounthong Keohanam Head of Housing and Urban Planning, MPWT 

Ms. Bouavone Laungkhot Official, DPWT 

 

＜都市開発行政機構（Urban Development Administration Authority：UDAA）＞ 

Mr. Sonethavy Phimmasane Chief of Vientiane Solid Waste Collection Service, VUDAA 

Mr. Somdy, Vice President UDAA, LPB 

Ms. Kaisorn Keopraserth UDDA, LPB 

Mr. Chanthy Phomesy  UDDA, LPB 

Mr. Thonglan Pheuaphom Deputy Director, UDAA, XBR 

Mr. Phanthang Somphen  Staff, UDAA, XBR 

 

＜保健省（Ministry of Health：MOH）＞ 

Dr. Vilayvone Mangkhaseum Deputy Head of Hygiene and Environment Department of Hygiene 

and Prevention, MOH 

 

（2）ASEAN側 

Mr. Rony Soerakoesoemah Assistant Director/Head, Initiative for ASEAN Integration & 

Narrowing the Development Gap Division, ASEC 

（3）日本側 

＜LPP専門家＞ 

石川 幸子 チーフアドバイザー/JICA国際協力専門員 

米里 吉則 業務調整専門家 

志村 享 LPPE専門家 

佐藤 尚文 LPPE専門家 

小槻 倫子 LPPE専門家 

美馬 巨人 LPPA専門家 
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木下 俊和 LPPT専門家 

 

＜JICA本部＞ 

坂根 宏治 東南アジア・大洋州部 参事役 兼 計画・ASEAN連携課 課長 

 

＜ラオス事務所＞ 

瀧澤 征彦 次長（LPP全般担当） 

宮田 真弓 所員（LPPE担当） 

水野 明 所員（LPPA担当） 

久保田 洋彰 企画調査員（LPPT担当） 
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第２章 中間レビュー調査の方法 
 

２－１ レビュー調査の視点と手法 

本中間レビュー調査は、「新JICA事業評価ガイドライン 第1版」（2010年6月）に沿って、JICA

プロジェクトのマネジメントツールとして用いられるプロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）に基づき、以下の手順で実施した。 

① LPP全体プログラム（LPPO）と3つのコンポーネント〔観光振興（Tourism Promotion Component 

of LPP：LPPT）、農業（Agriculture Component of LPP：LPPA）、環境管理（Environmental 

Management Component of LPP：LPPE）〕の現状把握・検証（投入・実績・実施プロセスの

確認） 

② 評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）によるプログラム全体の

レビュー（評価） 

③ 上記、評価結果に基づく今後の活動に対する提言の取りまとめ 

 

２－２ 調査項目と方法 

２－２－１ 調査項目 

本中間レビュー調査の主な調査項目は、以下のとおりであった。 

（1）実績の確認 

全体プログラムと3コンポーネントの投入実績、活動実績、アウトプット（成果）の現状、

プロジェクト目標の達成見込みを確認、検証した。 

（2）実施プロセスの確認・検証 

プログラムと各コンポーネントの実施プロセスを検証するため、活動を円滑にするため

に工夫されたこと、モニタリングのための仕組みの有無、事業関係者（日本人専門家、ラ

オスC/Pスタッフ、その他関係者）間の連携状況等を併せ確認した。 

（3）評価5項目の視点からの分析 

上記、事業の実績と実施プロセスの確認・検証を通して収集した情報を基に、評価5項目

の視点から全体プログラムを評価した。評価5項目の視点の概要は、以下に示したとおりで

ある。 

 

項目 定 義 

妥当性 プログラムのめざしている効果（事業目標や上位目標）が受益者のニーズに合致し

ているか、問題や課題の解決策として適切か、被援助国及び日本側の政策との整合

性はあるか、プログラムの戦略・アプローチは妥当か、公的資金であるODAで実施

する必要があるかなどといった「援助事業の正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 事業の実施により受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか（あるいは、

もたらされる見込み）を問う視点。事業目標は達成される見込みか、それは当該事

業のアウトプットの結果もたらされる見込みか、目標に至るまでの外部条件の影響

はあるか、有効性を貢献・阻害する要因は何かなどを分析する。 

効率性 主に事業コストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（あるいは、

されるか）を問う視点。プロジェクト目標の達成度はコスト（投入）に見合うか、

より低いコストで達成する代替手段はなかったか、実施プロセスの効率性を阻害・

促進する要因は何かなどを分析する。 
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インパクト 当該事業の実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果（上位目

標の達成度を含む）をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。

自立発展性 援助が終了しても当該事業で発現した効果が持続しているか（あるいは、持続の見

込みはあるか）を問う視点。 

 

２－２－２ 評価グリッドの作成と情報・データの収集 

上記の調査を実施するに先立ち、評価項目に沿った評価設問を設定した。それぞれの評価設

問に対して、必要な情報・データ、その情報源や収集方法について検討し、この結果を基に付

属資料2に示した評価グリッド（和文）を作成した。本調査のための情報・データ収集は、作成

した評価グリッドに沿って実施した。なお、評価グリッド（英文）は、「合同レビュー報告書」

ANNEX2にも添付している。 

具体的な情報・データの収集方法は、以下のとおり。 

（1）既存資料のレビューと分析 

当該事業に関する以下の資料をレビューし、分析に活用した。 

 「ラオス人民民主共和国ASEAN統合に向けた開発格差是正をめざしたラオスパイロッ

トプログラムのための情報収集確認調査」（2010年2月） 

 「ラオス人民民主共和国JICA‐ASEAN連携ラオスパイロットプロジェクト詳細計画策

定調査及び実施協議報告書」（2010年10月） 

 事業関係者（専門家・C/Pなど）作成による中間レビュー事前準備資料（全体プログラ

ム・各コンポーネント） 

 「LPP観光振興コンポーネント・インセプションレポート」（日・英）（2011年3月） 

 「LPP観光振興コンポーネント・事業進捗報告書」第1～2号（日・英）（2011年9月・2012

年9月） 

 「LPP観光振興コンポーネント・業務完了報告書（第1年次＆第2年次）」（日・英）（2012

年3月＆2013年3月） 

 「LPP環境管理コンポーネント・インセプションレポート」（日・英）（2011年11月） 

 「LPP環境管理コンポーネント・事業進捗報告書」第1～3号（日・英）（2012年3月・9

月・2013年2月） 

 「LPP環境管理コンポーネント・業務完了報告書（第1年次）」（日・英）（2012年3月） 

 「ラオス人民民主共和国農業・農村開発ニーズ調査報告書」（日）（2009年9月） 

 “Report on Handover Ceremony of Infrastructure and Equipment of LPPA”（no date） 

 「ラオス国農業セクター情報収集・確認調査」（日・英）（2012年12月） 

 「対ラオス人民民主共和国 国別援助方針」（平成24年4月） 

 「対ラオス国別援助計画」（平成18年9月） 

 “The Seventh Five-Year National Socio-Economic Development Plan”（2011-2015）（October 

7, 2011） 

 その他LPP作成資料（事業進捗報告書、プロジェクト冊子、JCC資料他） 

 IAI関係資料（Mid-term Review of the Work Plan, Status Update of the IAI Work Plan 1, NDG 

Lecture Series Paper, etc） 
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（2）事業関係者への質問票（アンケート）調査 

現地調査に先立ち、評価分析を担当する団員が、プロジェクトの実績、実施プロセス、

評価5項目に関する質問票を作成し、事前にラオス側事業関係者（C/P）、並びにASEAN関係

者、日本人専門家に配布した。 

 

（3）事業関係者に対するインタビューの実施 

現地調査中は、可能な限り関係者（ラオス側C/P、日本人専門家、プロジェクト共同マネ

ジャー）に面会し、事前入手資料や質問票から得られない情報の補完的な収集に努めると

ともに、プロジェクトに対する意見や提案を収集した。 

 

（4）プロジェクト合同中間レビュー調査報告書の作成と署名 

調査結果に基づき英文「合同中間レビュー報告書（Joint Mid-Term Review Report）」（付属

資料1）を作成し、合同調整委員会の場で発表するとともに、双方の団長により署名が行わ

れた。 

 

２－２－３ 中間レビューに用いたPDM 

本事業では、全体プログラム（LPPO）及び3つのコンポーネントそれぞれに対し、基本計画を

示すPDM Ver. 1が実施協議（R/D）署名時に作成されていた。このうち、LPPEでは活動開始後、

技術委員会（Technical Committee：TC）において関係者によってPDMの内容見直しが行われVer. 

2が作成されたが、その他は開始時のPDMに基づき活動が実施されてきた。このため、本レビュ

ー調査は、便宜上、LPPEについてはPDM Ver. 2、他は開始時のVer. 1に基づき実施した。レビュ

ーに用いたPDM（英語版）は、「合同中間レビュー報告書」のANNEX 3～6として添付した。な

お、本事業では、日本語版のPDMは作成されていない。 

 

２－３ 調査の制約・限界 

中間レビュー調査では、可能な限り客観的かつ包括的な情報・データの入手に努めたが、限ら

れた時間内での調査と分析のため、以下に示すような制約があった。 

（1）本事業は、通常のプロジェクトと異なり、分野が多岐にわたっていること、さらにラオス

との二国間協力ではなく、ASEAN事務局を含む三者共同の事業であることから、関係者が多

く存在するものの、調査期間は他の中間レビュー同様の期間での実施であり、かなり限られ

たものであったこと。 

 

（2）本事業は、LPP全体プログラム及び3分野のコンポーネントにそれぞれ関係省庁からC/Pがア

サインされており、ラオス側関係スタッフだけでも多数に上る（郡・県レベルを含む）が、

C/Pの不在や異動、さらに現地調査時間の制約もあり、すべてのスタッフへの直接面談ができ

なかったこと。また、事前に依頼したC/Pへの質問票も、一部のスタッフからの回答にとどま

ったため、得られた情報には限界があったこと。 

 

（3）調査期間中、プロジェクト前半に対象となったサイトを可能な限り訪れ、活動に参加した

関係者（最終受益者を含む）からできるだけ多くの情報を得るよう努めたものの、直接イン
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タビューを行うことができる関係者の数には限りがあったこと。 

 

（4）C/P、受益者とも多くの面談者とは、通訳（ラオス語－日本語）を通してのコミュニケーシ

ョンが基本であり、短い時間でのインタビューから得られる情報は常に限られていたこと、

また、通訳の過程で生じるミスコミュニケーションから、誤った情報を得ていた可能性があ

ったこと。 

 

（5）投入や活動の適性度といった価値判断については、アンケートの方法に工夫を加えるなど、

できる限り定量的、客観的な分析ができるよう努力をしたが、質・量的なデータが入手でき

ないケースも多々あったこと。そのような場合には、関連資料やアンケート、面談者の証言

を評価団員が可能な限り客観的な視点から検証し、定性的な情報として調査結果に含めた。 
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第３章 LPP全体及び3つのコンポーネントの実績 
 

本中間レビュー調査は、投入、活動、成果、各コンポーネント別のプロジェクト目標、さらに

プログラム目標を各PDM、POを基に分析し、下記のとおりまとめた。詳細は、「合同レビュー報告

書」ANNEX 7～13のとおりである。 

 

３－１ LPP全体プログラム 

３－１－１ 投入の実績 

（1）ラオス側 

ラオス側からの、本プロジェクト実施に対する投入は、以下のとおりであった。 

詳細は、「合同レビュー報告書」ANNEX 7にまとめた。 

1）カウンターパート（C/P）人員の配置 

MPI本省に2名がC/Pとしてアサインされている。 

2）施設・機材 

LPPOオフィス（三者協力ユニット事務所）が提供されている（元ポーランド大使館の

施設をラオス外務省から無償提供）。 

3）活動費の支出 

詳細記録は入手できなかった。 

（2）日本側からの投入 

本レビュー調査時点における日本側からの投入実績概要は、以下のとおりであった。詳

細は、「合同レビュー報告書」ANNEX 7にまとめた。 

1）専門家の派遣 

長期専門家2名、短期専門家1名さらにコンサルタントが派遣された。 

2）機材調達・施設の供与など 

オフィス用の機材や車両等が投入された。 

3）現地活動費 

総額約430万4,000米ドル相当の現地活動費（在外事業強化費）が2010年10月から2012

年3月までの期間に支出された。 

 

３－１－２ 成果（アウトプット）の達成状況 

検証結果の概要は、以下のとおり。 

（1）成果1 

成果 1 三者協力の下、ラオスにおいてASEAN域内格差是正に向けた施策を促進するための適切

な実施体制が確立する。 

指 標（PDM Ver. 1） 達成レベル及び状況 

1-1 2011年3月までに、ラオ

スにおける三者協力の

実施組織が設置される。 

 三者協力実施のための三者協力ユニットがラオス政府・ASEAN

事務局・JICAの三者によって計画どおり設置された。なおASEAN

事務局の関与については更に明確にする必要がある。 

1-2 実践的な年次活動計画

が毎年策定される。 

 合同調整委員会が毎年第4四半期に開催され、LPPO並びに各分野

で準備・策定された年次計画が報告し、協議され、承認されてい

る。 
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（2）成果2 

成果 2 ASEAN諸国及び日本からの協力リソースを活用した協力プログラムの実施・モニタリン

グ・評価が適切に行われる。 

指 標 達成レベル及び状況 

2-1 「安全・安心な農産物振

興」（ASEAN GAP）、「環

境的に持続可能な都市

づくり（ESC）」、「ラオ

ス固有の資源を活用し

た観光振興」に関する活

動の投入がXX％計画ど

おり実施される。 

 ラオスからの各分野に対する投入貢献は定量的な測定は不可能。

ラオスからの財政支援は最低限にとどまっている。一方、LPPO

オフィスは、元ポーランド大使館の施設をラオス外務省から無償

提供されていることは特筆される。 

 各協力分野はASEANイニシアティブに沿った政策ないし公文書

にて示されている。またLPP自体、第7次国家社会経済開発計画

の方向性と軌を一にするものであり、ASEAN統合に向けた取り

組みとして、ラオス政府から国家プログラムとして承認されてい

る。さらに、環境分野ではESCガイドラインが既に完成し、現在

パイロット県だけでなく、他県含め、地方でワークショップ等を

開催し、波及し始めている。 

 

（3）成果3 

成果 3 ASEAN統合に効果的に対応するためのラオス政府の能力が強化される。 

指 標 達成レベル及び状況 

3-1 ラオス政府関係省庁及

び 機 関 に お い て 、

ASEAN統合目的の理解

が高める。 

 LPPの準備期間中、LPP関係者を招集しての「ASEAN理解」のた

めの会合が三者協力で実施されている。また2013年1月には、

ASEAN統合そのもの、さらに同統合におけるLPP案件の位置づけ

などを理解してもらうため、「ASEAN理解」に係る公的なセミナ

ーが、中央のみならず地方のLPP関係者も招へいし開催された。

セミナー終了後、ラオス政府関係者によって、いかにASEAN統

合と結びつけて活動を行っていくかの話し合いが自発的に始ま

ったことは、同理解が促進された１つの明確な一例である。 

3-2 ASEAN会合の場で、

ASEAN統合に係る新し

いモダリティとして、

LPPの数度の発表機会回

数 

 LPPを新しいモダリティとして認識し、かつその進捗を示す目的

で、次のとおり、7回連続して会合に出席している（IAIタスクフ

ォース会合：2010年3月の36回会合から、2013年4月の42回会合ま

で）。 

 その他、LPPのコンセプトやメカニズムは2013年5月16日のASEC

会合の場でも発表されている。 

3-3 ラオス政府関係機関に

よるASEAN域内格差是

正に資する活動数 

 各分野は、「IAI（Initiative for ASEAN Integration）ワークプラン2」

に沿って計画されており、LPPの各活動はそれに沿ったものであ

る。農業分野はASEAN GAPのワーキング・グループ会合に2度出

席、環境分野は地方にESCガイドラインを説明、理解促進を図っ

てきている。また観光分野では、コミュニティ・ベース観光

（Community Based Tourism：CBT）におけるASEANスタンダー

ドに向けての取り組みを行っている。 

 



 

－13－ 

３－１－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プログラム

目標 

ASEAN統合に向けた域内格差是正のためのラオス政府・ASEAN事務局・JICAによ

る三者協力のメカニズムが構築される。 

指 標 達成レベル及び状況 

3-1 ラオスにおいて、本プロジェクト

の協力対象分野（観光振興、安全・

安心な農産物振興、環境管理）に

対応するASEAN コミュニティ・ロ

ードマップ上の取り組み課題が達

成される。 

 3分野（観光振興、安全・安心な農産物振興、環境管

理）の選定は、ラオスのさまざまな関係者との合意の

下、ASEANコミュニティ2009～2015年（なかでも「IAI

ワークプラン2」）のロードマップに沿って策定されて

いる。各分野の活動は計画に沿って、ほぼ実施されつ

つある。 

 

3-2 三者協力メカニズムに関する実用

的なガイドラインが作成される。 

 三角協力の実施メカニズムについては、その実施フレ

ームワークにつき、関係者にその役割や機能など詳細

な説明を行い、形成に努めてきた（次ページ「LPPプ

ログラムの実施体制図」参照）。このメカニズムは既

にことあるごとに IAIタスクフォースも含め何度も

ASEAN各国や開発ドナーと共有している。 

 

３－１－４ 上位目標の達成見込み 

プロジェクト目標の達成見込みは、以下の分析のとおりであった。 

上位目標 ASEANにおける域内開発格差是正のための取り組みが進展し、統合が促進される。 

指標 
1．ラオスとASEAN諸国の1人当たりGDP の格差がXX％縮小される。 

2．ラオスとASEAN諸国の貧困率の格差がXX％縮小される。 

全般的な上位目標達成状況と見込み 

定量的な指標（％）に係る議論や改訂については、まだ行われていない。上位目標の現指標にあ

るような国民総生産格差是正、あるいはラオスの貧困削減にLPPがどの程度貢献したかを示すこと

は困難と思われる。同指標を使う代りに、ラオスと他ASEAN6カ国平均の人間開発指標（Human 

Development Index：HDI）の削減ギャップを測定するほうが、いかに域内開発格差是正のための取

り組みが進展し、統合促進に貢献したかを測定するのに、よりふさわしいと思われる。 

 

３－１－５ プログラムの実施プロセス 

（1）実施構造とメカニズム 

本プログラム実施に係るメカニズムとその構造は図3-1のとおり。農業分野の活動は他分

野より遅れて開始されたものの、計画に沿って実施されている。 
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Working Mechanism（2） 

図３－１ LPPプログラムの実施体制図 

 

（2）活動実施 

・一部、人材投入の遅れなどあったものの、C/Pや専門家はプログラム活動の効果的な実

施のため、適切に配置されている。 

・三者（ラオス政府、ASEAN事務局、JICA）の強力なコミットの下、プログラム実施に

つき、合同調整委員会の場をはじめ、効率的に機能している。 

・プログラム活動の計画や実施には、関係者の積極的な参加や関与が行われていること

で、本件の効率・効果的な実施促進に貢献している。 

・合同調整委員会やプログラムの運営に係る会合に加えて、定期的に会議が開催され、

LPP関係者間の連絡、合意形成は三者間で円滑に行われている。 

 

（3）機材供与及び維持管理状況 

プログラム実施に係る車両はLPPOオフィス並びに各3分野に供与されている。なおLPPO

及び農業・観光分野の3台の車両はLPPOオフィスで管理されている。またパソコンをはじめ

オフィス用機材も各分野に整備され、活用されている。なお環境分野で供与された重機や

廃棄物運搬トラックはC/P機関によって維持管理されている。 
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（4）促進要因・課題 

促進

要因 

計画に関する要因 

1）プログラムが三者の合意・協力の下、計画され、かつ実施されていることは重要である。

ラオスにおける特定のニーズに応えて、ASEAN統合に向けた取り組みに焦点を当てた計画

を策定している。 

2）ラオス政府はハイレベルでプログラムにコミットし、ASEANに対する真剣な取り組みを

行っており、また外務省、計画投資省、さらに関係各省の間の内部調整を強化してきた。

実施プロセスに関する要因 

1）LPPはラオスの国家計画（NSEDP：2011-2015）に包含されていることから、ラオス政府

のオーナシップ向上が認められる。 

2）各分野は、それぞれASEAN各国の分野別省庁・機関あるいは閣僚会議とも効果的な協力

関係を構築していることからも、上記同様、ラオス政府の力強い推進力をみてとることが

できる。 

課題 計画に関する要因 

1）各分野のパイロット地域は異なっていることもあり、分野同士の共同参画あるいは分野

横断的な活動の計画は困難であり、分野間の協力による相乗効果を出すまでにはまだほと

んど至っていない。 

実施プロセスに関する要因 

LPPの進捗や新しいモダリティはIAIタスクフォース会合の場で2010年以降、発表を行ってお

り、LPPをASEANの1つのモダリティとして承認する議論は進行中である。 

 

３－２ 観光コンポーネント 

３－２－１ 投入の実績 

（1）ラオス側 

ラオス側からの、観光コンポーネント実施に対する投入は、4名（MICT本省に1名、3県

のパイロット県に各1名）がC/Pとしてアサインされている。詳細は、「合同レビュー報告書」

ANNEX 8にまとめた。 

（2）日本側からの投入 

中間レビュー調査時点における日本側からの投入実績概要は、以下のとおりであった。

詳細は、「合同レビュー報告書」ANNEX 8にまとめた。 

1）専門家の派遣 

4名の長期専門家が派遣された。 

2）本邦研修 

合計10回の研修が、本邦をはじめ、インドネシア、シンガポール、タイ、マレーシア

で実施された。 

3）機材調達・施設の補修など 

オフィス、フィールド機材が投入された。 

4）現地活動費 

総額約2,380万円相当の現地活動費（在外事業強化費）が2011年2月から2013年3月まで

の期間に支出された。 

 



 

－16－ 

３－２－２ 活動の実績 

観光コンポーネント活動は、2011年2月に専門家が派遣され開始された。チーム構成はラオス

C/Pと日本人専門家からなり、2010年のLPPプログラム開始の際に作成されたPDM、POに沿って

活動が展開されており、活動の進捗結果をはじめ詳細は、「合同レビュー報告書」ANNEX 9にま

とめたとおり。 

 

３－２－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

検証結果の概要、3つの成果の達成度は、PDMを基に以下のとおり、集約される。 

（1）成果1 

成果 1 官民の連携により、Visit Laos Year 2012の実施を含め、ラオスの観光資源を適切かつ持続

的に活用した観光プロダクトについての観光マーケティング・プロモーション活動が効

果的に実施される。 

指標（PDM Ver. 1） 達成状況・見込み 

1-1 Visit Laos Year 2012「ラオス観光年

2012」のための観光マーケティン

グ・プロモーション小委員会が2011

年3月までに設置される。 

 「ラオス観光年2012」観光振興小委員会が他の委員会

とともに2010年8月10日に設置された（MICT省法令

0446）。 

1-2 観光プロダクトのデータベースが

2011年半ばまでに構築される。 

 2011年8月末までに、観光プロダクトに係るデータベ

ースのプログラミングが構築され、並行して、MICT

職員に対する研修も実施された（データ入力やデータ

ベースの操作）。 

1-3 2012年末までに、XX以上の観光振

興活動が実施される。 

 2012年末現在、20以上もの観光マーケティング・プロ

モーションに係る活動やイベントが実施された。 

 

（2）成果 2 

成果 2 パイロット県において、中央と地方の連携により、ラオスの観光資源を適切かつ持

続的に活用し、地域住民に裨益する観光開発が促進される。 

指標（PDM Ver. 1） 達成状況・見込み 

2-1 パイロット県において2012年末

までに、XX種類以上の観光情報

資料が作成される。 

 

 各パイロット県で、観光年ウェブサイト、観光情報

マスターファイル、観光標識板の設置などが行われ

た（観光パンフレット、観光マップ、観光サイト案

内、観光施設案内、観光サービス案内等は技術面で

の支援のみ。一方、観光サイトへの案内道路標識、

観光サイトの解説看板等は観光ルートに沿って設

置されすべての観光客が裨益する性質のものであ

るため、技術面の支援に加え、モデル事業としての

製作費も支援）。 

 また、自費制作によって、6種類の冊子が各パイロ

ット3県で作成、配布された。 

2-2 パイロット県において、2015年3

月末までに、XXカ所以上のCBT

開発が完了する。 

 最初の2年間で、コミュニティ・ベース観光（CBT）

開発に係る活動は既にパイロット3県にて11サイト

で実施済み。 
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（3）成果 3 

成果 3 中央と地方の連携によるラオスの観光資源を適切かつ持続的に活用した観光振興のため

の活動が他地域にも普及される。 

指標（PDM Ver. 1） 達成状況・見込み 

3-1 2014年末までに、モデル構築のための提言が

取りまとめられる。 

なし（中間レビュー調査時には同活動は開始

されていない） 

3-2 2015年3月末までに、全県を対象とした普及セ

ミナーが開催される。 

なし（同上） 

 

３－２－４ 観光コンポーネント目標の達成見込み 

コンポーネン

ト目標 

官民連携と中央（MICT）と地方（PTD）の連携により、ラオスの自然、文化、歴

史、民俗にまつわる観光資源を適切かつ持続的に活用した観光振興体制が確立さ

れる。 

指標（PDM Ver. 1） 達成レベル及び状況 

1 2015年までラオ

スを訪れる観光

客が、少なくと

も年率XX％で、

着実に増加す

る。 

2011～2012年の増加率：22％（ラオス全体）＜24％（アジア及び大洋州）、

2％（欧州）、8％（アメリカ）＞（表3-1のとおり） 

 

表３－１ Number of Torist Arrivals in Lao PDR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 パイロット県の観光客数の推移は表3-2のとおり。 

2 2015 年 に お い

て、主要な送客

国におけるラオ

ス観光について

のメディアにお

け る 報 道 が

XX％増加する。 

 ラオスの観光に係るビデオクリップの配信・再生回数：YouTubeへのトッ

プ200クリップにおいて、4年前7回、3年前12回、2年前31回、1年前36回、

この1年間114回と飛躍的に伸びており、年間増加率は過去5年で100.89％

に上っている。 

 “Visit Laos Year Facebook”は2011年7月に始まり、アクセス及びお気に

入り（フォローワー）は順調に増加しており、2012年末にはフォローワ

ーは世界で4,500にも達している。 
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表３－２ パイロット県別観光客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２－５ プロジェクトの実施プロセス 

（1）活動実施 

観光コンポ―ネント実施に係るメカニズムとその構造は「合同レビュー報告書」本文図

表3-5（付属資料1．中間評価ミニッツ p.12 Figure3-5）にまとめたとおりで、現行、計画に

沿って実施されている。ただし、これまで、ラオス国家観光庁（Lao National Tourism 

Administration：LNTA）から情報文化観光省（MICT）に省庁改編があったことで、中止な

いし延期の活動も一部あった。 

（2）促進要因 

計画に関する要因 

観光分野は、JICAがこれまでラオスに対し継続支援してきた分野であり、ラオス側と

日本との関係が深いことから、LPPTのスタートは容易であった。 

実施プロセスに関する要因 

ラオスは、観光開発及び振興に力を注いでおり（観光産業は同国にとって外貨獲得を

始め、基幹産業の1つ）、とりわけ2012年のVisit Laos Yearは1つのエポックメーキングな一

大イベントであり、またそれはASEAN統合に向けての熱意と期待を表すものである。 

（3）課題 

計画に関する要因 

ラオスにおける観光開発の実施経験が多々あり、他の2分野とさまざまな点で協力、共

同の可能性があったにもかかわらず、残念ながらパイロット地域選定をはじめ、コミュ

ニティ・ベース観光（CBT）活動での協調など、LPPプログラムとして、観光分野が他の

分野と共同事業で行った相乗効果はまだ表れていない。 

実施プロセスに関する要因 

ラオスの省庁改編や日本側の専門家の不在によって、活動の一部中止や延期があった。 
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３－３ 農業コンポーネント 

３－３－１ 投入の実績 

中間レビュー調査時点における農業コンポーネント実施に対するラオス及びJICAからの投入

実績を、「合同レビュー報告書」ANNEX 10にまとめた。概要は、以下のとおり。 

（1）ラオス側からの投入 

1）カウンターパート（C/P）人員の配置 

現在、3名のC/Pがクリーン農業開発センター（Clean Agriculture Development Center：

CADC）よりアサインされている。 

2）施設・機材 

CADCに、農業生産工程管理（Good Agricultural Practice：GAP）展示圃場用に12haの農

地と附帯施設が提供されている。 

3）活動費の支出 

詳細記録は入手できなかった。 

（2）日本側からの投入 

1）専門家の派遣 

2012年5月29日より、長期専門家1名が派遣されている。 

2）本邦・第三国研修 

タイにて農業指導員（Farm Advisors）などに対するGAP運営にかかわる研修が実施され

た。 

3）機材調達・施設の補修など 

総額13万2,000米ドル相当のオフィス、圃場管理機材などが供与された。 

4）現地活動費 

総額約32万米ドル相当の現地活動費（在外事業強化費）が支出された。 

 

３－３－２ 活動の実績 

LPPAコンポーネントについては、2011年末からGAP圃場整備に向けた準備活動がLPPO配属の

専門家らによって多少行われていたが、本格的な活動は2012年5月下旬にGAP普及担当の専門家

が赴任した後に開始された。ラオスC/Pと専門家は、LPPプログラム開始時に作成された暫定PDM

（Ver. 1）とPOに沿って、コンポーネントの活動を進めてきた。レビュー調査までの活動実績と

進捗、今後の計画は「合同レビュー報告書」ANNEX 11にまとめたとおり。 

 

３－３－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

上記のとおり、コンポーネントの活動は当初計画より大幅に開始が遅れたが、期間内の成果

達成に向け、活動の遅れを取り戻すべく関係者の努力が続けられている。PDMに示された3つの

成果の達成状況の概要を、以下にまとめた。 
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（1）成果1 

成果1 ラオスのASEAN GAP導入に向けたロードマップが策定される。 

指標1-1 活動終了までに、AEAN GAP導入ロードマップができる。 

全般的な達成状況と見込み 

 農業局基準課（Standard Division）スタッフによって、ASEAN GAPの導入に関連する政策制度、

関連機関の組織体制とキャパシティの現状にかかわる情報収集が行われた。農民の農業生産活動

についての情報を得るために、パイロット地域となっている首都ビエンチャンとビエンチャン県

にて、農民グループとのミーティングが開催された。収集された情報の分析は実施中であり、報

告書の作成は完了していない。 

 農業局植物防疫センター（Plant Protection Center：PPC）スタッフによって、農産物流通及びマー

ケットに関する情報収集活動の一環として、5県で流通している農作物の残留農薬の調査が行わ

れた。収集データは報告書として取りまとめられた。コンサルタント委託により、農産物マーケ

ット調査が計画されている。 

 LPPAの暫定PDMをベースに、2012年から2015年の活動計画（Work Plan）が作成された。しかし、

本成果に示されている「ロードマップ」については、関係者の間に共通理解が形成されていない

ことが中間レビュー調査で明らかとなった。本調査での協議をとおし、ここで述べられている「ロ

ードマップ」は2015年までの活動のみならず、より長期的な視点からラオスにおけるGAP導入・

実施に向けた行動計画のことであるとの認識が関係者の間で共有された。2015年までの活動計画

は、ロードマップ作成のベースとなることが確認された。 

 

（2）成果2 

成果2 パイロットサイトでASEAN GAPが試験的に導入された体制ができる。 

指 標 達成状況・見込み 

2-1 活動終了時に、パイ

ロ ッ ト 対 象 者 の

XX％がGAPを導入

する。 

 GAP導入の研修を行う対象として、首都ビエンチャン内4県8村で58

農家、ビエンチャン県内5県23村で165名の農家が選定された段階に

ある。 

2-2 活動終了時に、導入

者のXX％が適性に

GAPを運用する。 

 レビュー調査実施時点で、ラオス内でGAPを導入した農家はまだ存

在しない。 

2-3 GAP運用の体制がで

きて適切に機能す

る。 

 農業局は、タイ国ベースのGIZプロジェクトからの支援を得ながら、

GAP認証の体制整備を進めている最中である。これまでに、認証に

係わる局長評議会（Board of Director：BOD）、ラオス認証機関（Laos 

Certification Board：LCB）、認証委員会（Certification Committee：CC）

等が設置されたと報告されている。さらに、現場（生産者）レベル

では、「内部管理体制（Internal Control System：ICS）」が導入される

予定である。 

 農業局担当者の情報によれば、これまでに関係会合が何度か開催さ

れたとのことであるが、これら新たに設置された組織が、実際に「適

切に機能する」かどうか、今後の実績を確認する必要がある。 

全般的な達成状況と見込み 

 上述のとおり、成果2を達成するための活動は準備段階にあることから、その達成状況を判断す

るのは時期尚早である。 
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（3）成果3 

成果3 GAP導入に向けて農林省職員などの能力が向上する。 

指 標 達成状況・見込み 

3-1 農林省担当部署で、

GAPの適切な運用が

できるようになる。 

 農業局基準課が、ラオスにおけるGAP導入・運営にかかわる政策・

制度関係の担当部署である。同課スタッフは、ASEAN GAPワーキ

ンググループに2009年から参加しており、またGIZなどによるGAP

制度にかかわる各種研修にも参加していたことから、GAPについ

ての知識･知見をLPPA開始以前からある程度有していた。LPPAは、

これら基準課スタッフ及び、CADCのC/Pスタッフを講師として活

用しながら、GAP導入研修を対象地域の県レベル〔DAFO（郡農林

事務所）, PAFO（県農林局）〕のスタッフやその他関係者に対して

実施している。また、農家への研修を担当する普及員（Farm 

Advisors）への研修は最近開始されたばかりであることから、指標

3-1、3-2の達成状況について検証する段階には達していない。 

3-2 普及員がGAP研修を

できるようになる。 

3-3 パイロット地域以外

の県農業局職員に

GAPの知識が広まる。 

 上述のとおり、パイロット地域内の県レベルのスタッフや関係者

へのGAP導入研修は実施されているが、パイロット地域を越えた

取り組みは、今後の活動である。 

3-4 対象地域の関係者に

GAPの必要性が認識

される。 

 これまでに実施されたGAP導入研修は、一般的な意味で参加者の

GAPにかかわる理解度の向上に寄与したと考えられる。しかしな

がら、こうした催しの効果を数値化することは難しいため、指標

3-4を客観的に検証することは困難である。 

全般的な達成状況と見込み 

 成果2同様、成果3の活動も多くが準備段階か、開始されたばかりであり、その達成状況を判

断するのは時期尚早である。 

 

３－３－４ コンポーネント目標の達成見込み 

コンポーネント

目標 

ラオスにおいてGAPが導入され、安全で高品質な農産物の生産と取引が促進され

る。 

指標 1．活動終了時に、他の地域へ普及できるだけのGAP導入体制ができる。 

2．域内でのGAP農産物の生産・取引量。 

全般的な達成状況と見込み 

 PDMには、指標1で表現されている「他の地域へ普及できるだけのGAP導入体制（“institutional 

arrangements”）」が明確に定義されておらず、指標の達成状況の検証は難しい。上記のとおり、農

業局にはGAP認証のための組織は整備されつつあるものの、GAPの認証そのものはまだ始まって

おらず、設置された組織が機能するかどうかは現段階では定かではない。よって、現在設置され

つつある組織が、指標でいうところの「GAP導入体制」に近いとしても、「他の地域へ普及」す

る段階には至っていない。 

 指標2についての客観的なデータは、収集されていない。現段階で、対象地域を含めラオス内で

GAP認証された農産物を生産する農家はまだいないことから、その生産量は実質ゼロと見なされ

る。 

 以上、指標の状況から、プロジェクト目標の達成状況の検証は、時期尚早といえる。終了時評価

調査に向け、指標を客観的に把握できるよう見直すことが必要である。 
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３－３－５ プロジェクトの実施プロセス 

（1）活動の実施体制 

LLPAの活動は、農業局CADCがメインの実施機関となり、基準課、PPCなど農業局の他の

部署と連携しながら展開されている。CADCスタッフ4名が、当初、C/Pスタッフとして任命

されたが、1名は途中で他のプログラムに異動となったため、実質3名がC/Pである。しかし

ながら、基準課、PPCのスタッフが、研修講師や調査の実施など、必要に応じ活動に参加し

ていることから、農業局内にLPPA活動を実施するための協力体制ができあがっているとい

える。JICAからの資金、技術的な支援により、CADC敷地内にGAP基準の作物栽培展示圃場

が整備された。圃場の活用方針は現段階では必ずしも明確ではないものの、GAP導入農家

のモデルとなることが期待されている。なお、GAPの導入・運営プロセスでは、CADCの他

に基準課が政策・制度面で、またPPCが生産物や土壌の検査面で役割を担う。現段階で、PPC

の検査能力（残留農薬・土壌検査など）は限られている（このため、GAP認証に必要とな

る検査のためにはサンプルをタイの検査所に送る必要があり、それが検査コストを引き上

げる要因となることが指摘されている）。 

一方、GAPの普及には県レベルスタッフの参加が欠かせない。先に述べたとおり、LPPA

は既に、パイロット地域内の普及員など関係スタッフへの研修を開始しているが、農家へ

の研修や技術支援はこれら県レベルのスタッフが行うことが想定されている。 

 

（2）活動進捗モニタリングやレポーティング 

LPPAでは、技術委員会（TC）や運営委員会（SC）などの事業運営管理組織は設置されて

おらず、活動上の意思決定や課題解決は、必要に応じC/Pと専門家の日常的な話し合いのな

かで行われている模様である。プロジェクト・マネジャーとなっているCADCのC/Pによれ

ば、農業局長など上層部へLPPAにかかわる活動の報告を定期的に行っているとのことから、

活動進捗情報は局内である程度共有されていると考えられる。一方、事業進捗報告書や研

修実施報告書など活動の進捗や成果の達成状況を確認できる資料がこれまで全く取りまと

められておらず、今後、レポーティングの面での改善が必要である。 

 

（3）促進要因 

LPPAコンポーネント進捗への促進要因として、以下が確認された。 

・LPPA開始前からGIZがタイをベースに実施しているラオスへのGAP導入支援プロジェ

クトとの調整・役割分担がうまくできている。 

・ASEANの他の国での経験を学ぶ機会が多い。 

・ラオスでは、既に有機農産物認証が実践されていることから、その経験がGAP認証プ

ロセスでもある程度活用できる可能性がある。 

・食料品の安全性や質への関心が、一般的に高まっている。 

 

（4）今後の課題 

ラオスは、ASEAN GAPをベースに標準Lao-GAPを作成した段階にあるが、GAPの実際の

運用については、まだまだ多くの課題を抱えているのが現状である。これらの課題を今後

徐々に解決し、GAPを生産者の間に定着させていくためには、長期的なビジョンや行動計
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画を含む「ロードマップ」の開発が重要であり、このロードマップ作成のためには、基準

課やCADC、PPCなど農業局関係機関の密接な連携が不可欠である。 

 

３－４ 環境管理コンポーネント 

３－４－１ 投入の実績 

本中間レビュー調査時点における環境管理コンポーネント実施に対するラオス及びJICAから

の投入実績を、「合同レビュー報告書」ANNEX 12にまとめた。概要は、以下のとおり。 

（1）ラオス側からの投入 

1）カウンターパート（C/P）人員の配置 

中央政府レベル（MONRE、MPWT）に10名、首都ビエンチャン〔首都ビエンチャン都

市開発行政機構（Vientiane Urban Development Administration Authority：VUDAA）、天然資

源環境局（Department of Natural Resources and Environment：DONRE）〕に10名、ルアンプ

ラバン県〔（UDAA、DONRE、公共事業・運輸局（Department of Public Works and Transport：

DPWT）〕に10名、サヤブリ県（同）に8名の廃棄物処理担当官がそれぞれC/Pとしてアサ

インされている。 

2）施設・機材 

MONRE本省の建物に専門家執務室が提供されている。 

3）活動費の支出 

詳細記録は入手できなかった。 

 

（2）日本側からの投入 

1）専門家の派遣 

7つの指導分野に対し短期専門家が、派遣された。 

2）本邦・第三国研修 

本邦研修の他に、ベトナム、タイ、インドネシアにて都市環境管理にかかわるC/P研修

が実施された。 

3）機材調達・施設の設置など 

コンポーネントの活動に必要となる資機材の供与、廃棄物処理施設の改良工事などが

実施された。 

4）現地活動費 

2011年8月から2012年3月に総額約116万2,000米ドル相当の現地活動費（在外事業強化

費）が支出された。また、2012年4月から2013年9月には約125万2,000米ドルの現地活動費

の支出が予定されている。 

 

３－４－２ 活動の実績 

LPPEコンポーネントの活動は、2011年8月に短期専門家チームが派遣されたのに伴い開始され

た。ラオスC/Pと専門家は、LPP開始時に作成されたPDM（Ver. 1）とPOを定期的に見直しなが

ら、活動を進めてきた。本レビュー調査までの活動実績と進捗及び今後の計画を、「合同レビュ

ー報告書」ANNEX 13にまとめた。 
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３－４－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

PDMに示された3つの成果の達成状況の概要は、以下のとおり。 

（1）成果1 

成果1 国家環境戦略2020及び関連する戦略やアクションプランに基づき、環境的に持続可能な

都市づくり（Environmentally Sustainable Cities：ESC）ガイドラインが策定される。 

指標1-1 ESCガイドラインが策定され、普及される。 

全般的な達成状況と見込み 

 都市環境分野31項目を対象に、国家環境戦略や3つのパイロット市〔ビエンチャン（VTE）、ルア

ンプラバン（LPB）、サヤブリ（XYB）〕が既にもっていた関連戦略やアクションプランなどの基

礎情報、関連法規などの収集及び分析が実施された。分析結果は、ベースライン調査報告書とし

てまとめられるとともに、3市それぞれのESC開発ビジョンや戦略、行動計画の策定に活用された。

このESC開発ビジョン、戦略、行動計画策定のための一連の活動手順が、「ESCガイドライン」と

して取りまとめられ、関係者の間で合意・共有された。 

 策定されたESCガイドラインは、MONRE上層部から高い評価を受け、パイロット市を超えた他の

都市へ普及させるための支援への要請がJICA側に提出された。この要請に基づき、北部8県の関

係者を集めたワークショップが今年3月に開催され、参加者はESCガイドラインに沿った開発ビジ

ョンや戦略策定を行った。南部・中部の関係者に対する同様のワークショップが今年7月に予定

されている。 

 以上、ESCガイドラインの策定、普及にかかわる活動の進捗から、成果1は本中間レビュー調査時

点で大方達成されていると見なされる。 

 

（2）成果2 

成果2 環境的に持続可能な都市づくりガイドラインに基づき、パイロット3市において都市環

境管理（廃棄物管理）が改善する。 

指 標 達成状況・見込み 

（各パイロット市において） 

2-1 3R （ Reduce, Reuse, 

Recycle）が促進され

る。 

 3R促進のためのパイロット・プロジェクト（PP）の準備が、各

対象市において進められている。これまでに対象コミュニティ

（村落）の選定、活動計画の策定が完了している。 

2-2 廃棄物回収の仕組み

が改善する。 

 各パイロット市において、廃棄物回収改善のためのPP活動計画

が現在準備中である。LPBとXYBでは、廃棄物回収・運搬改善

計画が既に作成された。既存の回収システム改善活動は、各市

においてC/Pスタッフの監督の下、数村を選定して実施される

ことが計画されている。 

2-3 廃棄物最終処分場の

運営が改善する。 

 既存廃棄物最終処分場の改善計画が各対象市で作成され、現

在、処分場施設の改良工事、必要機材の調達が完了した段階に

ある。改良された各処分場は、改善計画に沿って運営され、処

分場監視委員会によって年2回モニタリングされる予定であ

る。 

2-4 医療廃棄物管理が改

善する。 

 対象市内の主要な病院における医療廃棄物の回収、処理、最終

処分の計画が作成された。計画を実行するために、VTEとLPB

では、専用焼却炉設備の設置工事が完了した。これらの施設を

使い、病院から医療廃棄物の分別回収が進められる計画となっ

ており、現在、病院と行政機関との話し合いが行われている。
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2-5 次の文書が成文化さ

れる。 

 関係者の責任分

担にかかわる規

定 

 財務改善計画に

対する提案 

 上記PPの進捗に基づき、廃棄物管理の責任体制と財務改善計画

について提案することが計画されている。 

全般的な達成状況と見込み 

 上述のとおり、都市環境管理（特に廃棄物管理）改善に向けたPP活動計画が、（V）UDAA、

DONRE、MONRE、DOHや民間セクターなど関係者との協議に基づき作成され、最終処分場

の整備や医療廃棄物専用焼却炉導入などが実施されてきた。整備された施設の運営・管理や

住民を巻き込んだ廃棄物の減量、回収方法の改善などはこれからの取り組みによるところが

大きいので、実際に廃棄物管理の改善がどの程度進むかは、今後の進展をモニタリングする

必要がある。ラオスでも都市部の廃棄物管理は、現在、大きな問題となりつつあり、C/Pを

はじめ関係者のPP活動への関心・参加意欲は高いので、これまでと同じペースで活動が継続

されれば、本成果は達成される可能性が高いとみられる。 

 

（3）成果3 

成果3 パイロット3市において住民参加型の都市環境管理（廃棄物管理）が促進される。 

指 標 達成状況・見込み 

3-1 パイロット3市におけ

る廃棄物処理改善のた

めの環境教育・啓発

（Environmental Education 

and Awareness：EEA）

プログラムが策定され

る。 

 国内外の住民参加型の廃棄物管理の優良事例の分析やC/P、女性同

盟、青年同盟など地域住民組織代表者との意見交換、また国家戦

略やアクションプランの分析結果に基づき、対象3市におけるEEA

プログラムが作成された。3R促進や廃棄物管理改善のPP開始に伴

い、実際の啓蒙活動も開始されている。 

（各パイロット市において） 

3-2 住民が3R活動に参加す

る。 

 成果3の具体的な指標として、1）有機ゴミコンポスト化を継続す

る世帯、2）有価物分別を実施する世帯、3）レジ袋を再利用する

世帯の割合をモニタリングすることが合意された。LPBとXYBで

は、これら指標の目標値も設定された。一般公衆意識調査（POP）

を定期的に実施し、指標の達成状況の確認が行われる。 

3-3 住民が廃棄物回収活動

に協力する。 

 選定されたパイロット村に廃棄物管理ユニットを設置し、住民の

参加を促す。改善された既存廃棄物回収PPと新しい排出ルールを

守る世帯の推移によって、指標の達成状況の確認が行われる予定

である。 

全般的な達成状況と見込み 

 本成果達成のための住民参加型活動は、成果2の廃棄物管理にかかわる活動と不可分であり、成

果2と3はお互いに密接に関連している。したがって、成果2の達成レベルは、本成果の達成レベ

ルと同じである。 
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３－４－４ 環境コンポーネント目標の達成見込み 

コンポーネン

ト目標 

ラオスにおいて、ASEAN環境的に持続可能な都市イニシアティブ（AIESC）に

基づき、環境的に持続可能な都市づくり（ESC）が促進される。 

指標 ESCガイドラインが、広く活用される。 

全般的な達成状況と見込み 

 これまでに述べてきたように、ESCガイドラインは既に策定され、全国に向けた普及のためのワ

ークショップも始まっている。PDMに設定されている指標は、プロジェクト目標の達成度を測る

うえで十分とはいえないまでも、目標を満たすための取り組みは始まっている。今後、ガイドラ

インがパイロット市を超えて広く活用されるようになるかどうか、進展をモニタリングする必要

がある。 

 

３－４－５ コンポーネント活動の実施プロセス 

（1）活動の実施体制 

LPPEコンポーネントには、中央政府レベルとパイロット3市の地方政府レベルそれぞれに

C/Pが配置されている。中央では、MONRE汚染管理課がメインの実施機関となっている一

方、地方ではDONREとUDAA（VTEではVUDAA）が実施機関となっている。それぞれの組

織の管理職と現場責任者がC/Pとして任命され、専門家と緊密に連携することで、活動が展

開されている。中央・地方とも、C/Pの活動への参加意欲は高く、良好な関係の下で活動が

展開されていることがサイト訪問時に確認された。 

MONREは、首相府の下にあった水資源環境庁（Water Resources and Environment Agency：

WREA）から2011年の行政組織改編によって誕生した新しい省であり、LPPEが活動を開始

した2011年8月頃には、改編作業が完了していなかったため、活動初期の段階でC/Pの配置

などに多少影響があった。しかし、大半のC/Pは旧組織の同じ部署から引き継がれたため、

その影響は大きくはなかったと報告されている。 

 

（2）活動進捗モニタリングやレポーティング 

LPPEの運営管理のためには、関係機関の代表者をメンバーとする技術委員会（TC）が組

織され、活動にかかわる意思決定の場と位置づけられてきた。TCは2011年10月の1回目以降、

6カ月ごとに招集され、これまでに4回のミーティングが開催された。この他、月例ミーテ

ィングがビエンチャン市内で開催され、より日常的な情報共有の場となっている。これら

の会議とともに、事業進捗報告書がTCの開催に合わせて作成され、活動進捗が関係者の間

で共有されている。LPPEチームは、更にキャパシティ・ディベロップメント評価表を作成

し、C/Pスタッフの能力向上の把握にも努めている。 

中間レビュー調査のために行った質問票調査あるいはインタビューでは、C/Pと専門家、

地方と中央レベルのスタッフ間のコミュニケーションは全般的に良好に行われており、大

きな課題は特に報告されなかった。 

 

（3）促進要因及び課題 

LPPEコンポーネント進捗への促進要因として、以下が確認された。 

・LPPE活動へのC/Pスタッフが高い参加意欲をもっている。 

・プロジェクト関係者間に良好なコミュニケーション体制が構築されている。 
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・ASEANの他の国から環境管理にかかわる経験を学ぶ機会が豊富にある。 

・環境問題への一般大衆の関心が高まっている。 

・策定されたESCガイドラインは、国内の他の都市、あるいはASEANメンバー国へも普

及させられる可能性が高い。 

一方、課題としては、環境管理にかかわる行政機関の全般的に弱い執行能力が挙げられ

る。コンポーネントの取り組みを通し、パイロット市における廃棄物管理の施設・機材は

大きく改善されたものの、これらの施設・機材の運営・管理能力が向上し、成果の持続性

を高めることは、活動後半の大きな課題である。 

 



 

－28－ 

第４章 評価5項目結果 
 

４－１ 妥当性 

（1）相手国政府国家政策上の位置づけ 

“Clean, Green and Beautiful Laos”という戦略的ビジョンに基づく本プログラムの基本計画

は、ラオスの方向性と軌を一にするものであり、また公平な経済開発、貧困削減更に開発格

差に焦点を絞りつつ、ASEAN加盟国の社会開発の加速を志向するものである。さらに、本プ

ログラムは、貧困削減、開発と社会と環境のバランスを重視しつつ実施中の「ラオス国第7次

国家社会・経済開発計画（NSEDP）」の方向性とも合致するものである。 

協力3コンポーネント（LPPT、LPPA、LPPE）とも、ラオスの各セクターの開発計画並びに

政策と整合している。なお、ラオスはASEAN統合に向けて次の5つの課題を掲げている。①国

民の理解促進、②人的資源開発（コミュニケーション、技能、訓練）、③政策及び登録、④調

整、⑤独自・唯一の生産品の確定。 

以上より、本プログラムはラオス政府のニーズと密接な整合性を保ちつつ、策定・実施さ

れており、妥当性が高いと判断される。 

 

（2）ASEAN政策上の位置づけ 

本プログラムの3つのコンポーネントは、いずれもASEAN統合ロードマップ（ASEANコミ

ュニティブループリント、IAIワークプラン2、セクターワークプラン）から抽出されており、

優先順位が高く、ASEANの開発方針に沿ったものである。 

また、本プログラムでは、三者協力構築の一環として、ASEAN統合に向けての各種行動計

画に責任をもつASEAN事務局が、当初から主体的かつ積極的に関与しており、ASEAN共同体

の設立に向けた枠組みや域内格差の是正のためのニーズとの整合性が確保されている。 

 

＜各分野のASEAN政策とのリンケージ＞ 

農業コンポーネントはASEANギャップ（GAP）、環境コンポーネントはASEAN環境的に持続可能

な都市（ESC）と整合している。一方、観光コンポーネントの場合、中間レビュー調査時点ではASEAN

観光スタンダードを含むASEAN統合ロードマップとパイロット活動とのリンケージについてはま

だ明確になっていない。しかし、観光コンポーネントはAECブループリントにおいて、域内経済の

活性化のための優先分野の1つして位置づけられ、ASEAN全体で観光振興の強化を行うことになっ

ており、ASEAN観光スタンダードのなかのASEAN Tourism Heritage Standardでは伝統的な文化遺産

の維持・発展とこれらを活用した観光資源の開発（CBT観光）がうたわれていることから、ラオス

の観光振興は、ASEAN統合に向けた取り組みの1つと位置づけることも可能である。 

 

（3）パイロット国の選定 

2004年11月に締結された「ビエンチャン・アクション・プログラム（Vientiane Action 

Programme：VAP）」において、ASEAN諸国のリーダーは、ASEAN共同体の設立に向けて原加

盟国6カ国と新規加盟国4カ国（CLMV諸国）間の域内格差是正への取り組みが最重要課題の1

つであると表明しており、この課題に対し、ASEAN加盟各国は域内格差是正に向けた革新的

なモダリティの開発に取り組むことを表明している。CLMV諸国のなかでも各種開発指標の低

いラオスにおいて、三者協力メカニズムのモデルを構築することは、新たなモダリティ形成
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の点からも、ASEAN各国からの協力を得つつ実施するという点からも、妥当であったといえ

る。 

 

（4）わが国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ 

わが国は、2003年12月、「日本とASEANのパートナーシップのための東京宣言」を採択する

とともに、日本・ASEAN包括的経済連携協定の締結等を通じて、ASEANとの連携、関係の強

化を図ってきた。また、2011年11月18日にインドネシアのバリで開催された第14回日本・

ASEAN首脳会議において、ともに繁栄する日本とASEANの戦略的パートナーシップの強化の

ための共同宣言（バリ宣言）を発表し、「日本・ASEAN行動計画（2011～2015））」を採択して

いる。 

このように、ASEAN加盟国間の格差の是正を目的としたASEAN統合イニシアティブや共同

体構築を進めるための支援をわが国としても重視しており、本プログラムはこれらの公約を

実現することにつながるものであるといえる。加えて、ASEANとの協力メカニズムを構築す

ることで、地域枠組みとの重層的な協力の促進を具体化することにも貢献することから、新

しい協力モダリティとしてのフロンティア的な位置づけとして本プログラム実施の意義は高

く、わが国の政策とも整合性が確保されている。 

 

４－２ 有効性 

本プログラムの目標は、「ASEAN統合に向けた域内格差是正のためのラオス政府、ASEAN事務

局、JICAによる三者協力のメカニズムが構築される。」と設定されている。この目標の達成度を検

証するためには、三者協力のメカニズム、特に協力実施に係るシステムの構築や域内格差是正の

ための能力が向上されつつあるのかどうかをレビューする必要があったが、本調査では情報不足

のため、その評価は困難であった。一方、以下のような理由によってASEAN統合に向けた域内格

差是正のための枠組みは構築されつつあると判断された。 

 

（1）三者ともに、案件形成当初から積極的な関与があり、三者協力のメカニズムは実施体制と

ともに構築されつつある（ラオス内では、外務省、計画投資省、並びに関係各省間のワーキ

ング・メカニズムが確立しており、LPP実施体制に貢献している）。 

（2）対象3コンポーネントの進展がみられる。〔ESC環境ガイドライン、GAP導入、コミュニティ・

ベース観光（CBT）促進など〕。 

（3）ラオス政府関係者の能力強化が進んでいる。 

 

3つのコンポーネントの進捗は、本プログラムの目標を達成することに貢献しているのみならず、

コンポーネントごとのワーキンググループでの活動（例：農業のExpert Working Group-GAP、環境

のESC WG、観光のASEAN観光会合やフォーラム）を通して、ASEAN各国との連携強化に結びつ

いている。 

なお、IAIワークプラン2が2013年4月現在で30％の達成率であると報告されていることから、本

プログラムの進捗は同プラン全体を牽引しているといえる。 
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４－３ 効率性 

資金面では、各対象分野での活動開始や基盤整備のため、比較的多額の資金がこの2.5年間で投

入されてきた。プログラム後半は、初期投資のよい成果を得られるよう、供与したインフラの効

率的な活用を進めることが重要となる。また人材面では、C/Pの不足や異動あるいは日本人専門家

の配置の遅れが一部の活動に影響を及ぼしたことが観察された。なお、本プログラムが、通常の

二国間協力とは異なり、ASEANとラオス政府との三者協力であることから高い調整コストが必要

となっているが、これはASEANの地域アジェンダを加盟国の実施に落とし込んでいくためには必

要なコストと考えられた。 

一方、本プログラムでは、日本あるいはラオスからの人的投入のみならず、ASEAN6カ国の専門

家の招へいやASEAN各国へのスタディツアーも行われており、こうしたASEAN諸国との協力は、

技術移転の観点のみならず、経験の共有や教訓を学ぶという点からも有益かつ効率的であったと

いえる。 

実施運営体制の効率面では、本プログラム実施のため、ラオス政府・ASEAN・JICAは、共同マ

ネジャーを配置し、三者を中心とする連携協力体制が構築されていることが、プログラムの効率

的な運営に貢献していると評価された。また、ラオス国内では、外務省、計画投資省、並びに関

係各省間のワーキング・メカニズムが確立しており、この点でも効率的な実施体制が構築されて

いるといえる。 

一方、コンポーネント実施の観点では、ほとんどの活動が円滑に実施されており、効率性は全

般的に高いと観察された。ただし、農業コンポーネントでは、専門家の配置の遅れが活動進捗に

影響を及ぼしており、同コンポーネントの達成状況は現時点では他のコンポーネントに比べ高く

ない。なお、GAP認証システムの構築については、他ドナープロジェクトと連携して、タイから

のラオスへの支援機会を十分に活用できており、効率的な実施が行われつつあることが指摘でき

る。 

 

＜ASEAN諸国との協力・連携事例＞ 

例えば、観光コンポーネントでは、観光年のアクションプラン策定においてマレーシアの事例紹

介やコミュニティ・ベース観光（CBT）においては隣国タイの事例紹介を行った。また言葉の障害

の少ないタイへのCBT研修を実施し、タイの専門家から指導を受けている。またシンガポールの経

験・知見を活用した観光とマーケティング・プロモーション研修へ毎年参加。“Truly Asia”キャン

ペーンで成果を上げたマレーシアの成功経験を共有するため、観光セミナーにマレーシア専門家を

招へい、あるいはASEANからの英語ボランティア参加などの域内リソースの活用の事例もある。 

また、環境コンポーネントでは、ベトナム、タイ、インドネシアでの第三国研修、医療廃棄物処

理のために導入した小型焼却炉設置指導のためのベトナム技術者の派遣、関連会議での活動紹介と

意見交換などの実績がある。 

 

４－４ インパクト 

ASEAN域内開発格差是正は、ASEAN統合イニシアティブ（IAI）の究極的な目標であるものの、

その道のりは、依然として長い。現時点で各コンポーネントの最終成果や、域内の格差是正に本

プログラムがいかに貢献したかを評価するのは時期尚早であるが、下記のとおり、幾つかのイン

パクトが現れつつあることが確認された。 
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（1）ラオス政府の国家プログラムとして認知 

各コンポーネントは、ラオスの国家戦略に組み込まれており、また現在実施中のラオスの

第7次国家社会経済開発計画のなかでもASEAN統合に向けた取り組みとして本プログラムが

位置づけられている。 

 

（2）ASEAN統合に向けた新しい協力モデルとして貢献 

本プログラム実施によって、効果的な三者協力（ラオス政府・ASEAN・JICA）のメカニズ

ムが構築されることで、ASEAN統合促進に貢献することが期待されている。この点では、ラ

オスが、ASEAN統合に係る新しい協力モダリティの「パイロット国」となったこと、さらに

本プログラムが開発格差是正のための三者協力のモデルに係る代替案、斬新的な開発モデル

を示したことは大きな成果である（本プログラムの協力メカニズムは、開発課題実施分野に

精通していないASEANにとってモデルとなり得る、すなわち、地域開発課題の実施に対して1

つのモデルを提供するものである）。 

 

（3）国ごとのニーズへの対応及び地域協力の促進 

本プログラムは、特定国の特定のニーズを重視した地域統合を促進するための新たなモダ

リティであり、ASEANの中の1カ国であるラオスにとって開発と技術協力の優位性を生かした

プログラムであると評価できる。またIAI関係活動としても、その進捗は他IAI案件の進捗と比

較し進んでいるといえる。 

 

（4）各コンポーネントのインパクト 

各コンポーネントの進展を通じて、知識やノウハウをはじめ、C/Pの能力強化がなされると

ともに、環境管理並びに農業コンポーネントでは特に、一般住民の環境問題あるいは食の安

全あるいは食品品質に対する意識の啓発に貢献している。また、環境コンポーネントの活動

によって、パイロット市の環境改善、特に住民の健康改善に大きく貢献、さらには首都ビエ

ンチャンやルアンプラバンの観光客誘致にも間接的に貢献していると考えられる。農業コン

ポーネントで取り組まれている化学肥料や殺虫剤の適正使用による農作業条件の改善は、農

民の健康にプラスのインパクトをもたらすことが予想される。観光コンポーネントでは、ラ

オス独自の文化や遺産を守りつつ、持続的観光の推進のため観光マーケティングや促進活動

を行った結果として、欧州で“The World’s Best Tourist Destination 2013”の賞をラオスが獲得

したことは大きなインパクトであるといえる。 
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４－５ 継続性 

中間レビュー調査の時点では継続性を判断するのは時期尚早であり、また評価の視点や協力分

野で異なるが、現時点での見通しは以下のとおり。 

観点 
イシュー・焦点・課題 

機会・期待 課題・制約 

政策・組織・

制度面 

 ラオス政府の3コンポーネントにお

ける政策及び国家計画の方向性の継

続（観光促進、安全農産物、環境的

に持続可能な都市） 

 ラオス政府関係者によるESCガイド

ライン、GAPロードマップ、観光促

進戦略 （CBT開発）の策定波及ある

いは制定化 

 三者協力メカニズム構築の確立（三者

間の役割明確化、国内及びASEAN域内

関係者への啓発、公報） 

 3コンポーネント間のリンケージ及び

中央とパイロット地域間の調整機能の

脆弱さ 

 関係省庁の組織改革（MICT並びに

MONRE）による人材育成・強化の必

要性 

技術・人材面 

 

 各コンポーネントとASEAN共同体

ロードマップとのリンケージ 

 ラオス政府並びに参加関係者（民間

セクター、住民、農民などを含む）

の技術・運営能力の向上 

 成果品（制作資料他：例としてガイ

ドライン、戦略計画書、冊子、ビデ

オ他）の活用 

 関係機関における蓄積した知識の活用

や共有（知識やノウハウはカウンター

パート及び参加者個々人にあり、情報

あるいは組織共有されていない） 

財務面  施設・機材の保守や維持管理に必要

なラオス政府予算措置 

 能力強化や人材活用に係る財務面の制

約（特に研修やワークショップ参加あ

るいはASEAN域内の専門家活用） 
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第５章 提言 
 

５－１ 提言 

中間評価の結果に基づく評価団の提言は、以下のとおり。 

 

（1）今後の方向性 

前半では、ラオス政府部内またはASEAN関係機関との間で三者協力を進めるための枠組み

及び関係の構築並びに各コンポーネントにおいてパイロット活動を行うための施設、機材等

のインフラ整備に相当の資源を費やした。後半は、各コンポーネントでパイロット活動の成

果発現及び他国に転用可能な三者協力のモデルの完成に重点を移すべきである。LPPが

ASEAN内の格差是正のためのASEAN統合イニシアティブ（IAI）の一形態として認められる

よう一層の努力をすべきである。 

 

（2）具体的措置の提案 

1）LPPに関するラオス政府、ASEAN事務局及び日本側の共同マネジャーは、①ASEAN事務

局におけるIAIガイドライン策定作業及びIAI中間評価へのインプットと議論の促進、②各コ

ンポーネントの進捗把握、③各コンポーネントとASEANセクター会議体との強固な関係構

築支援において一層の役割を果たす。 

2）各コンポーネントは、ASEAN共同体ロードマップ（2009～2015）及び各セクター作業計

画を意識し、パイロット活動がASEANのプロセスや要件に沿ったものとする。 

3）各コンポーネントは、パイロット活動の進捗についてASEANセクター会議体に情報共有

し、LPPオフィスに報告する。 

4）各コンポーネントは、成果発現と持続性を高めるため、可能な限りASEAN、支援国

（Dialogue Partners）その他の外部団体のパイロット活動への関与を図る。 

5）予算が許容する範囲で各コンポーネント間の相乗効果を高める活動を検討する。 

6）観光コンポーネントは、パイロット活動とASEAN共同体ロードマップ（2009～2015）及

びASEAN観光規範との連携について、ASEANセクター会議体と協議しながら再確認する。

パイロット活動の目的や戦略について関係者で共通認識をもつとともにラオス側の能力強

化を図る観点から、日本人専門家と対象県郡のラオス政府職員との意思疎通を一層図る。 

7）農業コンポーネントは、GAPの認証制度の構築とその実施計画に関して農林省農業局基

準課の一層の関与と協働を図る。GAP認証制度を支援しているドイツ国際協力公社（GIZ）

との情報共有を図るとともに、GIZの支援の進捗に応じて、活動計画の見直しを検討する。

農業コンポーネントにおいて作成されるASEAN GAP導入のためのロードマップは、協力期

間中の活動計画のみならず、ラオス国内でGAPを実施するためのより長期的なビジョンと

行動計画を含む内容とする。 

8）環境コンポーネントは、既に策定したESCガイドラインの政策的な持続可能性を高め、国

内の普及を推進する観点から、法令またはそれに準じた形式で公布することを検討する。

パイロット活動で整備された廃棄物処理施設については、利用者からの料金徴収制度の検

討も含め、その運営及び維持管理能力を強化する方策を検討する。 
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５－２ 総括所感 

本プログラムは、①ASEAN事務局、ラオス及びJICAの三者協力である点、②ASEAN統合に向け

た域内格差是正の促進という共通目標の下で通常の技術協力プロジェクトに相当する複数コンポ

ーネントが同時並行的に進められて成果を出すというプログラム的性格がある点が特徴である。

今後の協力期間においてこれらの特徴を生かした案件監理を適切に行っていくことが重要となる。 

第一に、三者協力としての特徴を生かすには、複数の経路でASEANとの協働を強めていくこと

が必要である。まずは、各コンポーネント（ラオス政府のセクター所管省庁）とASEANセクター

会議体との関係強化。パイロット活動の進捗がこの経路で定期的に報告され、ASEAN側からの意

見や確認を得ることによって、ラオス側セクター省庁の能力向上やASEANの掲げる取り組みのラ

オスにおける進捗が期待できる。次に、ラオス政府の統括省庁（外務省、計画投資省）からASEAN

事務局へのLPPモデルの情報提供等を通じたASEAN側での格差是正の取り組みへの貢献。ASEAN

事務局で進行中のIAIガイドライン策定やIAI中間評価のなかでLPPモデルがIAIを推進する有効な

支援形態として認知されることでASEAN側での格差是正の取り組みの活性化が期待できる。 

第二に、本件をプログラムとして適切に監理するには、各コンポーネントの活動が共通目標の

下に整合性のある形で計画・実施されること、全コンポーネントの進捗把握を行う主体を明確に

し、当該主体が全体の動きを把握しながら、プログラムとしての成果を最大化する観点から、各

コンポーネントの活動を調整していくことが必要になる。前半の活動では、いずれの点において

もプログラムとして十分に監理されていないと感じられる点があったため、これらを改善するた

めLPPオフィス及びラオス計画投資省がプログラム全体の進捗把握を担うよう提言を行った。また、

JICA事務所においてもプログラム全体の進捗や予算管理がより一元的で統制のとれた形で行える

よう体制を見直す必要を感じた。 

上記の点を踏まえて、本プログラム協力の成果を通常の二国間協力のように被援助国側におけ

る変化のみでなく、三者協力のもう一方の当事者であるASEAN側の変化も考慮に入れて測ること

をPDM上で明確にした。すなわち、成果１に記載されるASEAN域内格差是正に向けた施策の促進

については、ラオス側で体制が確立されることに加え、IAIガイドライン策定等を通じた域内格差

是正に向けた取り組みがASEAN側でも活性化することも考慮されるよう修正を行った。また、本

プログラム協力の成果を、①三者協力を通じた格差是正の施策の推進（モデルの確立）、②ラオス

におけるASEANの掲げる施策の進捗、③ラオス側の能力向上、の3点に再整理し、通常の二国間協

力との違いを明確にした。今後の協力期間では、ASEAN側及びラオス側の双方の進捗に目を配り

ながら、三者協力としての意義と成果がみせられるよう案件監理を進めて行きたい。 
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